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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 第81期の１株当たり配当額１４円は、創立５５周年記念配当２円を含んでいる。 

３ 第82期及び第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載をしていない。

４ 純資産額の算定にあたり、平成19年3月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5

号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用第8号）を適用してい

る。 

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期 
決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

(1) 連結経営指標等     

売上高 (百万円) 372,269 400,256 438,000 464,310 473,170

経常利益 (百万円) 23,005 29,322 41,355 47,718 36,939

当期純利益 (百万円) 13,373 15,622 24,745 28,099 18,363

純資産額 (百万円) 185,747 204,779 224,142 260,735 271,280

総資産額 (百万円) 370,050 392,512 397,123 453,158 467,109

１株当たり純資産額 (円) 521.77 583.55 645.13 756.96 774.71

１株当たり当期純利益 (円) 37.24 43.99 70.65 80.80 53.48

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 35.63 42.59 69.33 － －

自己資本比率 (％) 50.2 52.2 56.4 57.5 56.8

自己資本利益率 (％) 7.3 8.0 11.5 11.6 7.0

株価収益率 (倍) 14.96 23.73 16.76 17.46 21.02

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 40,040 39,773 43,242 47,402 32,742

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △27,899 △23,526 △24,791 △35,105 △33,894

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △13,364 △14,270 △25,930 △14,198 △2,081

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 31,051 32,884 25,521 25,044 22,635

従業員数 
[外、平均臨時従業員 
数] 

(名) 
6,720 

[979]

6,597

[1,052]

6,649

[1,066]

7,306 

[1,169]

7,430

[1,012]

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 243,564 257,337 282,741 293,846 296,411

経常利益 (百万円) 17,778 25,455 35,405 39,717 31,675

当期純利益 (百万円) 9,898 13,940 21,853 24,482 13,306

資本金 (百万円) 33,046 33,046 33,046 33,046 33,046

発行済株式総数 (千株) 357,612 357,612 357,612 357,612 357,612

純資産額 (百万円) 167,538 186,086 201,500 232,181 231,605

総資産額 (百万円) 305,089 332,319 330,713 376,416 372,753

１株当たり純資産額 (円) 470.56 530.28 579.97 674.08 676.75

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

8.00 

(4.00)

8.00

(4.00)

14.00

(6.00)

16.00 

(8.00)

16.00

(8.00)

１株当たり当期純利益 (円) 27.51 39.24 62.40 70.40 38.75

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 26.53 38.05 61.27 － －

自己資本比率 (％) 54.9 56.0 60.9 61.7 62.1

自己資本利益率 (％) 5.9 7.9 11.3 11.3 5.7

株価収益率 (倍) 20.25 26.61 18.97 20.04 29.01

配当性向 (％) 29.1 20.4 22.4 22.7 41.3
従業員数 (名) 3,005 2,943 3,031 3,134 3,204



２ 【沿革】 

当社は鐘淵紡績株式会社(現、カネボウ株式会社)の企業再建整備計画の認可に基づき分離独立し、繊維部門以外の

全事業を譲り受け、昭和24年９月１日、資本金２億円をもって設立された。 

当初は、か性ソーダ、搾油、石鹸、食油、酵母、食品類、洋紙、和紙、エナメル電線、化粧品、澱粉等極めて多岐

な事業を営んでいたが、その後、か性ソーダ、食油、酵母以外の事業を順次整理し、一方、塩化ビニール樹脂等の事

業を開発し、合成樹脂を中核として化成品、機能性樹脂、発泡樹脂製品、食品、医薬品、医療機器、電子材料、合成

繊維の各事業を擁する総合化学会社としての態勢を固めてきた。 

主な事業の変遷はつぎのとおりである。 
  

年月 概要

昭和24年９月 会社設立 

25年７月 塩化ビニール樹脂の製造開始 

28年２月 ショートニングの製造開始 

28年４月 塩ビコンパウンドの製造開始 

32年７月 アクリル系合成繊維「カネカロン」の製造開始 

36年12月 高級製菓用油脂の製造開始 

39年６月 モディファイヤーの製造開始 

40年７月 発泡スチレン樹脂の製造開始 

42年６月 塩ビ系特殊樹脂の製造開始 

45年４月 押出発泡ポリスチレンボードの製造開始 

45年11月 鹿島工場竣工 

45年12月 海外子会社カネカベルギーN.V.設立 

47年８月 発泡スチレンペーパーの製造開始 

48年10月 ビーズ法発泡ポリオレフィンの製造開始 

48年10月 複合磁性材料の製造開始 

48年12月 ㈱サンスパイス（現・㈱カネカサンスパイス）に資本参加し子会社化、香辛料の製造開始 

49年10月 

49年12月 

子会社栃木カネカ㈱設立  

医薬品バルクの製造開始 

52年10月 医薬品バルク ユビデカレノン（コエンザイムＱ１０）の製造開始 

53年10月 耐候性ＭＭＡ系フィルムの製造開始 

54年１月 海外子会社カネカシンガポールCo.(Pte) Ltd.設立 

54年２月 変成シリコーンポリマーの製造開始 

57年２月 塩ビサッシの製造開始 

57年５月 海外子会社カネカテキサスCorp.設立 

58年４月 医薬品中間体の製造開始 

59年10月 超耐熱性ポリイミドフィルムの製造開始 

61年４月 医療機器の製造開始 

平成５年９月 子会社㈱カネカメディックスを設立 

６年10月 

７年７月 

７年８月 

７年９月 

８年７月 

８年12月 

９年８月 

10年５月 

10年９月 

10年10月 

11年３月 

海外子会社カネカファーマヨーロッパN.V.設立 

液晶関連製品の製造開始 

海外子会社カネカマレーシアSdn.Bhd.設立 

海外子会社カネカエレクテックSdn.Bhd.設立 

海外子会社カネカエペランSdn.Bhd.設立 

日本製紙㈱との共同出資により子会社サンポリマー㈱（現・完全子会社）設立 

海外子会社カネカハイテックマテリアルズInc.設立 

太陽油脂㈱に追加出資し子会社化 

昭和化成工業㈱に追加出資し子会社化 

子会社カネカソーラーテック㈱設立 

海外子会社カネカペーストポリマーSdn.Bhd.設立 



  

  

年月 概要

平成11年10月 

13年４月 

  

15年９月 

15年９月 

16年６月 

16年９月 

電力用太陽電池の製造開始 

日本での機能性食品素材販売開始（厚生労働省通達にてコエンザイムＱ１０が食品に分類された

ことによる） 

海外子会社蘇州愛培朗緩衝塑料有限公司設立 

海外子会社青島海華繊維有限公司設立 

海外子会社カネカニュートリエンツL.P.設立 

「鐘淵化学工業株式会社」から「株式会社カネカ」へ商号変更 

18年７月 カネカテキサスCorp.がカネカハイテックマテリアルズInc.を合併 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    



３ 【事業の内容】 

当社グループ(当社及びその関係会社)は、化成品、機能性樹脂、発泡樹脂製品、食品、医薬品、医療機器、電子材

料、合成繊維の製造・販売を主な事業としている。 

当社グループにおける各社の当該事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は次の通りであり、区

分内容は同一である。 

  

化成品事業 

か性ソーダ、塩化物、塩化ビニール樹脂はいずれも当社が製造し販売している。龍田化学㈱は車両内装、食品包装

用等の樹脂製品を製造・販売している。 

塩ビコンパウンドは当社及び昭和化成工業㈱が製造し、販売は昭和化成工業㈱が行っている。 

塩ビ系特殊樹脂は当社及びカネカペーストポリマーSdn.Bhd.が製造・販売しているほか、カネカテキサスCorp.が

当社より購入し販売している。 

  

機能性樹脂事業 

モディファイヤーは当社が製造・販売しているほか、カネカベルギーN.V.、カネカテキサスCorp.及びカネカマレ

ーシアSdn.Bhd.がそれぞれ製造・販売している。 

変成シリコーンポリマーは当社及びカネカベルギーN.V.が製造・販売しているほか、カネカテキサスCorp.が当社

及びカネカベルギーN.V.より購入し販売している。 

耐候性ＭＭＡ系フィルムは当社が製造・販売しているほか、カネカベルギーN.V.が当社より購入し販売している。

  

発泡樹脂製品事業 

発泡スチレン樹脂は当社が製造・販売している。北海道カネパール㈱、イビデン樹脂㈱等は、当社より原料樹脂を

購入して成形加工をしている。北海道カネパール㈱等は成形加工のほか、他の子会社等より成型品を購入し販売して

いる。カネパールサービス㈱、㈱羽根は、当社より原料樹脂、他の子会社等より成型品を購入し販売している。 

ビーズ法発泡ポリオレフィンは当社が製造・販売しているほか、カネカベルギーN.V.、カネカテキサスCorp.、カ

ネカエペランSdn.Bhd.、蘇州愛培朗緩衝塑料有限公司がそれぞれ製造・販売している。三和化成工業㈱は当社より原

料樹脂を購入して成形加工をしている。カネカエペラン販売㈱は、成型品を当社より購入し、販売している。また、

㈱イーピーイは当社より成型品を購入して、加工、販売している。 

発泡スチレンペーパーは当社及びサンポリマー㈱が製造し、サンポリマー㈱が販売している。押出発泡ポリスチレ

ンボードは当社、北海道カネカ㈱並びに九州カネライト㈱が製造し、販売は当社及びカネカケンテック㈱が行ってい

る。塩ビサッシは、北海道カネカ㈱及び栃木カネカ㈱が製造し、販売は当社及び北海道カネカ㈱が行っている。 

  

食品事業 

マーガリン、ショートニング等の油脂加工製品は当社のほか、㈱カネカフード、㈱東京カネカフード及び太陽油脂

㈱が製造している。また、パン酵母は当社が製造している。これらの製品は当社及び太陽油脂㈱が販売するほか、カ

ネカ食品販売㈱等全国６社の販売子会社を通じて販売している。㈱カネカサンスパイスは香辛料等を製造・販売して

いる。 



ライフサイエンス事業 

医薬品(バルク・中間体)は当社のほか、㈱大阪合成有機化学研究所及びカネカシンガポールCo.(Pte)Ltd.が製造・

販売している。医療機器は当社及び㈱カネカメディックスが製造・販売している。カネカファーマヨーロッパN.V.等

は医療機器を当社より購入し、販売している。 

機能性食品素材は、当社及びカネカニュートリエンツL.P.が製造・販売しているほか、カネカファーマヨーロッパ

N.V.が当社より購入し、販売している。 

  

エレクトロニクス事業 

超耐熱性ポリイミドフィルムは当社及びカネカテキサスCorp.が製造・販売している。 

液晶関連製品は当社が製造・販売している。 

複合磁性材料等は栃木カネカ㈱が製造し、当社が販売している。 

巻線はカネカエレクテックSdn.Bhd.が製造・販売している。 

太陽電池はカネカソーラーテック㈱が製造し、当社が販売しているほか、カネカベルギーN.V.が当社より部材を購

入し、組立・販売している。 

  

合成繊維、その他事業 

アクリル系合成繊維は当社が製造・販売している。 

カネカエンジニアリング㈱は主として当社のエンジニアリング関連業務、㈱カネカ高砂サービスセンターは主とし

て当社に係る構内作業の業務をそれぞれ営んでいる。カネカ保険センター㈱は損保代理の業務を行っている。 

  



以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりである。 
  

 
  



４ 【関係会社の状況】 

名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 
役員の兼任等

資金
援助

営業上の取引等 当社
役員

当社
従業員

(連結子会社)       

カネカベルギーN.V. Westerlo
Belgium 

23百万 
ユーロ 

機能性樹脂・
発泡樹脂製品
の製造販売、
太陽電池の組
立販売 

90 0 5 無
当社の製造技術を提供して
いる。 

カネカテキサスCorp. Texas 
U.S.A. 

35百万 
米ドル 

機能性樹脂・
発 泡 樹 脂 製
品・電 子 材 料
の製造販売、
塩ビ系特殊樹
脂の販売 

100 1 2 有
当社の製造技術を提供して
いる。 

カネカマレーシアSdn.Bhd. 
Kuala 
Lumpur 
Malaysia 

94百万 
リンギット
マレーシア 

機能性樹脂の
製造販売 100 0 4 無

当社の製造技術を提供して
いる。 

カネカニューヨークホールディ
ングカンパニー, Inc. 

New York
U.S.A. 

21百万 
米ドル 持株会社 100 0 3 無 ― 

カネカニュートリエンツL.P. Texas 
U.S.A. 

20百万 
米ドル 

機能性食品素
材の製造販売 

100
（100） 1 2 有

当社の製造技術を提供して
いる。 

カネカファーマアメリカLLC New York
U.S.A. 1千米ドル 医療機器の販

売 
100

（100） 1 1 無
当社の製品の販売を行って
いる。 

カネカアメリカLLC New York
U.S.A. 1千米ドル 調 査・マ ー ケ

ティング業務 
100

（100） 1 1 無
当社の調査・マーケティン
グ業務の委託先である。 

カネカファンクショナルフーズ
LLC 

Texas 
U.S.A. 

200千 
米ドル 持株会社

100
（100） 1 2 無 ― 

カネカペーストポリマー 
Sdn.Bhd. 

Kuala 
Lumpur 
Malaysia 

45百万 
リンギット
マレーシア 

塩ビ系特殊樹
脂の製造販売 100 0 3 無

当社の製造技術を提供して
いる。 

カネカエペランSdn.Bhd. 
Kuala 
Lumpur 
Malaysia 

16百万 
リンギット
マレーシア 

発泡樹脂製品
の製造販売 100 0 3 無

当社の製造技術を提供して
いる。 

蘇州愛培朗緩衝塑料有限公司 中国 
江蘇 

22百万 
人民元 

発泡樹脂製品
の製造販売 100 0 5 無

当社の製造技術を提供して
いる。 

カネカシンガポール 
Co.(Pte)Ltd. Singapore

16百万 
シンガポ
ールドル 

医薬品中間体
の製造販売 100 0 3 無

当社の製造技術を提供して
いる。 

カネカファーマヨーロッパN.V. Brussel 
Belgium 

2百万 
ユーロ 

機能性食品素
材及び医療機
器の販売 

100 1 2 無
当社の製品の販売を行って
いる。 

カネカエレクテックSdn.Bhd. 
Kuala 
Lumpur 
Malaysia 

30百万 
リンギット
マレーシア 

巻線の製造販
売 100 0 3 無

当社の製造技術を提供して
いる。 

青島海華繊維有限公司 中国 
山東 

146百万 
人民元 

合成繊維の製
造販売 100 0 3 無

当社の製造技術を提供して
いる。 

三和化成工業㈱ 栃木県 
真岡市 50 発泡樹脂製品

の加工 100 0 3 有 当社の委託加工先である。

紋別化成㈱ 北海道 
紋別市 30 発泡樹脂製品

の加工 100 0 3 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

標津化成㈱ 北海道 
標津郡 30 発泡樹脂製品

の加工 100 0 3 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

コートー㈱ 北海道 
茅部郡 30 発泡樹脂製品

の加工 100 0 4 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

ツカサ㈱ 青森県 
上北郡 60 発泡樹脂製品

の加工 100 0 3 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

宮城樹脂㈱ 宮城県 
大崎市 30 発泡樹脂製品

の加工 100 0 4 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

北浦樹脂工業㈱ 埼玉県 
深谷市 60 発泡樹脂製品

の加工 100 0 5 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

コスモ化成㈱ 三重県 
北牟婁郡 60 発泡樹脂製品

の加工 
100

（66.67） 0 2 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

東洋スチロール㈱ 三重県 
四日市市 32 発泡樹脂製品

の加工 
100

（68.75） 0 4 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

㈱ハネパック 佐賀県 
神埼市 20 発泡樹脂製品

の加工 
100

（100） 0 3 有
当社の製品の成形加工を行
っている。 

九州カネライト㈱ 福岡県 
筑後市 100 発泡樹脂製品

の製造 100 0 2 有 当社の委託加工先である。



  

(注) １ カネカベルギーN.V.、カネカマレーシアSdn.Bhd.は特定子会社である。 
２ 議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数である。 

名称 住所 

資本金 
又は 

出資金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 
役員の兼任等

資金
援助

営業上の取引等 当社
役員

当社
従業員

㈱カネカフード 神戸市 
西区 72 油脂加工製品

の製造 100 0 2 有
当社の委託加工先であり、
土地を貸与している。 

㈱東京カネカフード 埼玉県 
入間郡 70 油脂加工製品

の製造 100 0 3 有 当社の委託加工先である。

カネカソーラーテック㈱ 兵庫県 
豊岡市 600 太陽電池の製

造 100 0 4 有
当社の委託加工先であり、
土地を貸与している。 

栃木カネカ㈱ 栃木県 
真岡市 400 

発 泡 樹 脂 製
品・電 子 材 料
の製造 

100 0 4 有
当社の委託加工先であり、
土地・建物を貸与してい
る。 

カネパールサービス㈱ 大阪市 
西区 60 発泡樹脂製品

の販売 100 0 5 無
当社及び他の子会社等の製
品の販売を行っている。 

㈱羽根 名古屋市
熱田区 40 発泡樹脂製品

の販売 100 0 6 無
当社及び他の子会社等の製
品の販売を行っている。 

カネカエペラン販売㈱ 大阪市 
西区 20 発泡樹脂製品

の販売 100 0 5 有
当社の製品の販売を行って
いる。 

カネカケンテック㈱ 東京都 
港区 30 建設資材等の

販売 100 0 3 無
当社の製品の販売を行って
いる。 

カネカ食品販売㈱ 大阪府 
摂津市 50 食品の販売 100 0 2 無

当社の製品の販売を行って
いる。 

東京カネカ食品販売㈱ 埼玉県 
新座市 50 食品の販売 100 0 3 無

当社の製品の販売を行って
いる。 

東北カネカ食品販売㈱ 仙台市 
宮城野区 20 食品の販売 100 0 2 無

当社の製品の販売を行って
いる。 

東海カネカ食品販売㈱ 愛知県 
春日井市 50 食品の販売 100 0 2 無

当社の製品の販売を行って
いる。 

中国カネカ食品販売㈱ 広島市 
安佐南区 50 食品の販売 100 0 3 無

当社の製品の販売を行って
いる。 

九州カネカ食品販売㈱ 佐賀県 
鳥栖市 20 食品の販売 100 0 3 無

当社の製品の販売を行って
いる。 

龍田化学㈱ 東京都 
台東区 300 

塩化ビニール
樹脂の成形加
工及び販売 

68.75 0 4 無
当社の製品の加工を行って
いる。 

昭和化成工業㈱ 埼玉県 
羽生市 62 

塩ビコンパウ
ンドの製造販
売 

71.37 0 3 無
当社の製品の加工及び販売
を行っている。 

北海道カネカ㈱ 北海道 
恵庭市 107 発泡樹脂製品

の製造販売 100 0 4 有
当社の製品の委託加工及び
販売を行っており、土地・
建物を貸与している。 

北海道カネパール㈱ 北海道 
札幌市 90 発泡樹脂製品

の製造販売 100 0 5 有
当社製品の成形加工及び他
の子会社等の製品の販売を
行っている。 

関東スチレン㈱ 栃木県 
小山市 90 発泡樹脂製品

の加工販売 61.11 0 4 有
当社製品の成形加工及び販
売を行っている。 

サンポリマー㈱ 埼玉県 
蓮田市 900 発泡樹脂製品

の製造販売 100 0 5 有
当社の製品の加工及び販売
を行っている。 

㈱カネカサンスパイス 大阪市 
淀川区 200 香辛料の製造

販売 100 0 6 有
当社の製品の委託加工及び
販売を行っている。 

太陽油脂㈱ 横浜市 
神奈川区 120 油脂加工製品

の製造販売 60.11 0 3 無 当社の委託加工先である。

㈱カネカメディックス 大阪市 
北区 450 医療機器の製

造販売 100 1 4 無
当社の製造技術を提供して
おり、当社の製品の販売を
行っている。 

㈱大阪合成有機化学研究所 兵庫県 
西宮市 35 医薬品中間体

の製造販売 100 0 4 有 当社の委託加工先である。

カネカエンジニアリング㈱ 大阪市 
北区 300 設備工事及び

保全 100 0 7 無
当社の設備工事及び保全を
行っている。 

㈱カネカ高砂サービス 
センター 

兵庫県 
高砂市 10 当社の付帯業

務の受託 100 0 1 無
当社の付帯業務の委託先で
ある。 

(持分法適用関連会社)       

イビデン樹脂㈱ 岐阜県 
揖斐郡 60 発泡樹脂製品

の製造販売 40 1 1 無
当社の製品の成形加工を行
っている。 

㈱イーピーイ 東京都 
荒川区 30 発泡樹脂製品

の加工販売 33.39 0 2 無
当社の製品の加工及び販売
を行っている。 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は、[ ]内に年間の平均人員を外数で記載している。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、主として当社における経理部、総務部等本社スタッフ部門及び各セグメン

トに直課できない研究部門に所属しているものである。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員である。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでいる。 

  

(3) 労働組合の状況 

提出会社の労働組合は、組合員数 2,912人であり、労使関係は良好である。当社グループの労使関係について特に

記載すべき事項はない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

化成品 609[  37] 

機能性樹脂 792[  15] 

発泡樹脂製品 1,419[  259] 

食品 1,319[  312] 

ライフサイエンス 767[  75] 

エレクトロニクス 710[  46] 

合成繊維、その他 587[ 177] 

全社(共通) 1,227[   91] 

合計 7,430[1,012] 

従業員数(名) 平均年齢(才・月) 平均勤続年数(年・月) 平均年間給与(円) 

3,204 39・11 17・8 7,464,351 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度の世界経済は、米国経済において住宅市場に調整の動きが見られたが、中国経済が引き続き高成長

を続けるとともに、欧州経済も拡大基調で推移するなど、全般に堅調な展開となった。 

わが国経済は、原油高騰に伴う原燃料高の影響はあるものの、企業の旺盛な設備投資と輸出の伸びに牽引され、景

気は回復基調で推移した。 

このような経済情勢のなか、当社グループは、経営目標の達成に向けて、重点戦略分野への経営資源の投入、海外

展開の強化に加えて、コスト改善や価格修正などによる採算の改善に取り組んだが、ライフサイエンス事業における

急激な環境変化の影響を大きく受ける結果となった。 

当連結会計年度の業績については、売上高473,170百万円（前連結会計年度比1.9%増）で増収となったが、営業利

益36,666百万円（前連結会計年度比23.0%減）、経常利益36,939百万円（前連結会計年度比22.6%減）といずれも減益

となった。 

また、特別利益として子会社株式売却益2,725百万円、特別損失として機能性食品事業構造改革費用4,447百万円、

発泡ポリオレフィン事業の固定資産に係る減損損失1,863百万円、米国民事訴訟和解金697百万円をそれぞれ計上した

結果、当期純利益は、18,363百万円（前連結会計年度比34.6%減）となった。 

なお、当事業年度の単独の業績は、売上高296,411百万円（前事業年度比0.9%増）、営業利益27,363百万円（前事

業年度比26.0%減）、経常利益31,675百万円（前事業年度比20.2%減）、当期純利益は13,306百万円（前事業年度比

45.6%減）となった。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。 

  

① 化成品事業 

塩ビ系特殊樹脂については、海外を中心に販売が伸張した。また、か性ソーダは連結会計年度末にかけて需給に

緩和の兆しが現れたものの、総じて堅調に推移した。一方で、塩化ビニールは、採算の確保に注力したが、原燃料

価格高騰の影響を吸収するには至らなかった。 

以上の結果、当セグメントの業績は、売上高が93,120百万円と前連結会計年度に比べ5,197百万円（＋5.9%）の

増収となったものの、営業利益は5,683百万円と前連結会計年度に比べ106百万円（＋1.9%）の微増に留まった。 

  

② 機能性樹脂事業 

モディファイヤーについては原燃料価格高騰の影響を受けたが、採算の改善に努めるとともに、欧州、アジアに

おける販売数量の増加が寄与した。また、変成シリコーンポリマーも、欧米を中心に販売数量が大きく増加した。

以上の結果、当セグメントの売上高は81,082百万円と前連結会計年度に比べ7,891百万円（＋10.8%）の増収とな

り、営業利益も13,587百万円と前連結会計年度に比べ1,600百万円（＋13.3%）の増益となった。 

  



③ 発泡樹脂製品事業 

原燃料価格が高騰を続ける中、押出発泡ポリスチレンボードは住宅着工の伸びを背景として販売数量が増加した

が、発泡スチレン樹脂、発泡ポリオレフィンは、コスト改善、販売価格修正が原価の上昇に追いつかず採算が悪化

した。 

以上の結果、当セグメントの売上高は71,531百万円と前連結会計年度に比べ3,226百万円（＋4.7%）の増収とな

ったが、499百万円の営業損失となり、前連結会計年度に比べ628百万円の減益となった。 

  

④ 食品事業 

販売会社の機能を活かした新規販路の拡大に努めた結果、売上高は増加したが、主力の製パン・製菓業界の市況

が引き続き低調に推移したことに加えて、原料油脂および乳原料価格が急騰したため採算が悪化した。 

以上の結果、当セグメントの売上高は110,795百万円と前連結会計年度に比べ3,228百万円（＋3.0%）上回った

が、営業利益は3,552百万円と前連結会計年度に比べ1,164百万円（△24.7%）の減益となった。 

  

⑤ ライフサイエンス事業 

医療機器は、血液浄化システムとカテーテル類の販売が堅調に推移し、増収、増益となった。一方、医薬バル

ク・中間体は既存品、開発品ともに前連結会計年度を下回る販売となった。機能性食品素材は、競争激化により売

上高、採算ともに大幅に悪化し、減収、減益となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は40,332百万円と前連結会計年度を8,815百万円（△17.9%）下回り、営業利

益も5,724百万円と前連結会計年度に比べ13,226百万円（△69.8%）の大幅減益となった。 

  

⑥ エレクトロニクス事業 

携帯電話、エレクトロニクス製品の大幅な在庫調整の影響が大きく、超耐熱性ポリイミドフィルムについては前

連結会計年度を下回る販売となったが、液晶関連製品は増収を確保した。また、太陽電池も欧州向け輸出が順調に

増加すると共に、生産性の向上等も寄与し増益となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は51,488百万円と前連結会計年度に比べ4,328百万円（＋9.2%）の増収とな

り、営業利益も9,303百万円と前連結会計年度に比べ473百万円（＋5.4%）の増益となった。 

  

⑦ 合成繊維、その他事業 

合成繊維については、原料価格が高騰する中、採算確保を図るべく高付加価値品の生産、販売に注力した結果、

前連結会計年度比増収、増益となった。一方、その他事業は、連結子会社の株式を売却したことに加えてエンジニ

アリング受注工事も減少したため減収となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は24,819百万円と前連結会計年度に比べ6,196百万円（△20.0%）の減収なが

ら、営業利益は4,114百万円と前連結会計年度に比べ1,592百万円（＋63.2%）の増益となった。 

  



所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

① 日本 

売上高は、機能性食品素材の競争激化、連結子会社の株式売却やエンジニアリング工事の受注減少等により減少

した。一方、営業利益は、塩ビ系特殊樹脂、機能性樹脂及びエレクトロニクスの業績が伸長したものの、ライフサ

イエンスのうち医薬バルク・中間体の不振及び機能性食品素材の採算悪化により、大幅減益となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は379,519百万円と前連結会計年度と比べ10,325百万円（△2.6%）の減収と

なり、営業利益も37,195百万円と前連結会計年度と比べ10,012百万円(△21.2%)の減益となった。 

  

② その他の地域 

モディファイヤーの販売数量が欧州、アジアで増加し、また変成シリコーンポリマーについても欧米を中心に販

売数量の増加等が寄与したことから、増収となった。その一方、営業利益については、米国での機能性食品素材の

競争が激化し、事業の採算性が悪化しことことから、減益となった。 

以上の結果、当セグメントの売上高は93,651百万円と、前連結会計年度と比べ19,186百万円（＋25.8%）と大き

く伸長したものの、営業利益は4,446百万円と前連結会計年度と比べ1,030百万円（△18.8%）の減益となった。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローは、換算差額を含め2,932百万円の流出となった。また、現金及び現

金同等物の当連結会計年度末残高は、連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の影響額523百万円を含め前連結会

計年度末に比べ2,409百万円減少し、22,635百万円となった。区分毎の概況は以下のとおりである。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、32,742百万円（前連結会計年度比30.9%減）となった。 

その主な内容は、税金等調整前当期純利益32,656百万円、減価償却費24,584百万円、法人税等の支払額18,185百

万円等である。 

なお、前連結会計年度に比べ運転資金が増加したこと等により、資金の増加額が14,659百万円減少した。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における投資活動による資金の支出は、33,894百万円（前連結会計年度比3.4%減）となった。 

その主な内容は、太陽電池生産能力増強工事等の有形固定資産の取得による支出34,879百万円、投資有価証券の

取得による支出4,885百万円、連結子会社株式の売却による収入2,859百万円等である。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当連結会計年度における財務活動による資金の支出は、2,081百万円（前連結会計年度比85.3%減）となった。 

その主な内容は、長期借入金の返済による支出7,821百万円のほか、配当金の支払額5,500百万円、長期借入によ

る収入6,914百万円、短期借入の実施による収入6,652百万円等である。 

なお、前連結会計年度に比べ資金の減少額は減少したが、これは、当連結会計年度に短期借入を実施したこと及

び前連結会計年度に第２回無担保社債を償還したことが主な要因である。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

(注) １ 生産金額は売価換算値で表示している。 

２ 連結会社間の取引が複雑で、セグメント毎の生産高を正確に把握することが困難なため、概算値で表示している。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

主として見込み生産である。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度(百万円) 前年同期比(％) 

化成品 76,175 10.3

機能性樹脂 80,945 9.2

発泡樹脂製品 58,136 4.3

食品 56,872 7.4

ライフサイエンス 40,053 △13.7

エレクトロニクス 46,631 8.9

合成繊維、その他 21,855 △18.0

合計 380,670 3.5

事業の種類別セグメントの名称 当連結会計年度(百万円) 前年同期比(％) 

化成品 93,120 5.9

機能性樹脂 81,082 10.8

発泡樹脂製品 71,531 4.7

食品 110,795 3.0

ライフサイエンス 40,332 △17.9

エレクトロニクス 51,488 9.2

合成繊維、その他 24,819 △20.0

合計 473,170 1.9



３ 【対処すべき課題】 

(1) 当面の対処すべき課題の内容等 

米国経済については、減速懸念が強まる中で軟着陸をさぐる動きが続くものと予想される。また、中国経済も過熱

抑制策の影響により設備投資が減速するなどの動きはあるものの、引き続き高成長を維持するものと考えられる。 

わが国経済は、設備投資と輸出の増加に牽引され、景気拡大局面が続いているが、原油価格の再上昇や円高リスク

に加えて世界的なＩＴ・デジタル分野の在庫調整などにより景気拡大が阻害される懸念もある。 

このような環境の下、カネカグループとしては、ライフサイエンス事業について、市場の急激な変化に対応するべ

く事業運営体制を強化し、競争優位となるコストの実現を図るなど事業の立て直しに注力する所存である。 

また、現有事業について、製品価格の是正、原料ソースの多様化、トータルコスト改善の推進等、収益力強化のた

めの施策を引き続き推進していくとともに、事業領域の拡大に向けて、グループ一体となった製品開発、積極的な海

外展開に取り組む。さらに、今後成長が見込まれる環境・情報・健康・安全に関する分野で当社グループの技術が発

揮できる分野を絞り込み、新規事業化の検討を進める所存である。 

なお、モディファイヤー事業に関する米国司法省の調査は、当社及び米国子会社に対する嫌疑が晴れて、昨年4月

に終了したが、この調査に関連して提起されている米国連邦集団民事訴訟において、本年3月、原告に対して590万ド

ル（約7億円）の和解金を支払うとの内容で、原告と和解合意に至った。 

当社及び米国子会社において本件に関して違法な行為は一切存在せず、原告の主張には根拠がないという当社の当

初からの認識に何ら変わることはないが、今後の訴訟遂行に伴う費用、事業活動への影響等を総合的に考慮した結

果、本件訴訟の早期解決を図ることがカネカグループの利益にとって最善であるとの判断に至った。なお、欧州委員

会による調査も本年1月に終了しているので、本和解により、モディファイヤー事業に関する調査に関しては、わが

国公正取引委員会における審判手続のみが継続することとなる。 

  



(2) 当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について 

当社は、平成19年4月6日開催の取締役会において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針（以下、「基本方針」）を定めた。平成19年6月28日開催の第83回定時株主総会において、本基本方針を

含む「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針」が承認された。 

その概要はつぎのとおりである。 

  

① 基本方針の内容  

当社が公開会社である以上、当社の株式が市場で自由に取引されるべきことは当然であり、仮に当社取締役会の

賛同を得ずに、いわゆる「敵対的買収」がなされたとしても、それが企業価値ひいては株主共同の利益につながる

ものであるならば、これを一概に否定するものではない。しかし、当社株式に対する大規模な買収行為が行われる

場合には、株主に十分な情報提供が行われることを確保する必要があると考える。また、もっぱら買収者自らの利

潤のみを追求しようとするもの等、当社の企業価値・株主共同の利益を損なう敵対的かつ濫用的買収が当社を対象

に行われた場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守るために、必要・適正な対応策を採らなければ

ならないと考えている。 

  

② 取組みの具体的な内容  

イ． 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み、すなわち、

当社企業価値・株主共同の利益の確保・向上策については、次の方針に沿って、取り組んでいる。 

○多角経営を基本に、高成長・高付加価値事業群と安定収益事業群を複合化しながら、高成長・高収益を実現す

る。 

○経営資源を成長分野に重点投入するとともに、継続的なコスト改善活動により利益率の向上に取り組む。 

○経営の推進力を「次の成長分野を睨んだ研究開発」、「海外事業展開の一層の強化」とこれらの共通の土台と

なる「高い目標に積極果敢に挑戦する人材」に置く。 

また、当社ならびに当社グループの中期的に目指す将来像を、「差別化力のあるオリジナルな技術を武器とし

て、高い成長性が見込まれる分野で多角的に事業を展開し、社会的に有用な新しい価値を提供し続けることで、

その存在をグローバルに認知された企業グループ」と描き、その実現に向け、以下を主要な重点項目に掲げて中

期計画を推進している。 

○当社の得意技術が活かせる、機能性樹脂分野、エレクトロニクス分野、ライフサイエンス分野を重点戦略分野

として、引き続き重点的に経営資源を投入していくとともに、将来の成長に向けて、研究開発においても経営

戦略と密接にリンクする重点領域を絞り込み資源を投入していく。 

○事業毎のポートフォリオの位置づけを見直したうえで各事業の特性に応じ競争力と収益力を強化していく。 

○事業拡大に向けて、事業基盤を整備するとともにグループ一体となった事業運営を強化し、同時に一層のグロ

ーバル化を積極的に推進する。 

  



ロ． 本基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取組み、すなわち、いわゆる買収防衛策については、以下のとおり実施する。 

a. 当社の株券等に対する大規模な買付を行おうとする際に遵守されるべき所定の手続（以下、「大規模買付ル

ール」）を予め定めておいて、当該買付行為に関する必要かつ十分な情報提供を求め、当該買付行為につい

ての情報収集・検討を行い、また株主の皆様に対して当社取締役会としての意見や代替案等を提示する、あ

るいは買付者との交渉を行っていく機会と時間を確保する。 

b. 買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合、あるいは、大規模買付ルールを遵守した場合であっても、当

社に回復しがたい損害を与えるなど当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合に

は、当社の企業価値・株主共同の利益を守ることを目的として、そのような買付行為に対する対抗措置を取

ることがある。 

  

③ 要件該当性と取締役会の判断・理由 

当社取締役会は、前号の取組みが、本基本方針に沿うものであること、当社の株主の共同の利益を損なうもので

はないこと、及び当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと、という三つの要件に該当すると判

断している。その理由は、以下に記載するとおりである。 

a. 買収防衛策に関する経済産業省及び法務省の指針の要件を充足していること。 

b. 株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入すること。 

c. 株主意思を重視するものであること。 

d. 独立性の高い社外者の判断を重視していること。 

e. 合理的な客観的要件を設定していること。 

f. 第三者専門家の意見を取得できること。 

g. デッドハンド型の買収防衛策ではないこと。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの財政状態及び経営成績

に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがある。 

なお、ここに記載した事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループがリスクとして判断したものである

が、当社グループに関する全てのリスクを網羅したものではない。 

  

① 事業のグローバル化に伴うリスク（為替変動、海外事業展開） 

当社グループは、経営戦略のひとつとしてグローバル化の推進を掲げており、当連結会計年度の海外売上高比率は

36.3%に達している。海外における事業活動には、予期できない法律、規制、税制などの変更や移転価格税制による

課税、テロ・戦争などによる社会的、政治的混乱などのリスクを伴っており、これらリスクが発生した場合、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に悪影響が生じる可能性がある。また、為替レートの変動が、当社グループの業績に

重要な影響をあたえる構造となっていることから、当社グループとしては、このリスクを最小化することを目的とし

て、輸出入取引については必要な範囲で為替予約などのヘッジ策を講じている。しかしながら、急激な為替変動によ

り、当社グループの財政状態及び経営成績にヘッジすることができない影響をこうむる可能性がある。 

  

② 原燃料価格の変動に係るリスク 

当社グループは、原燃料の調達にあたっては中長期の契約とスポット市場での購入を組み合わせ最有利な調達を行

なう体制を構築しているが、その多くは国際市況商品であることから、予想を超えて急激に購入価格が変動した場

合、価格上昇分についてコストダウン、価格転嫁などによって吸収することができないリスクがある。特に、塩ビ・

ソーダ、モディファイヤー、発泡樹脂製品、食品などは石化原料、燃料、原料油脂などの価格動向によっては、財政

状態及び経営成績に大きな影響が生じる可能性がある。 

  

③ 製造物責任・産業事故・大規模災害に係るリスク 

当社グループは、安全に流通し、安全に使用できる製品の提供に万全の対策を講じている。加えて、万一製品事故

が発生した場合に備えることを目的に当社グループ全体をカバーする賠償責任保険を付保している。しかしながら、

予期せぬ品質問題などによる大規模な製品事故が発生する可能性がある。また、当社グループは安全を最優先に保安

防災に取り組んでいるが、想定外の産業事故や地震などの大規模災害により主要な製造設備が損壊し、財物保険のカ

バーを超えて費用が発生するリスクがある。このような状態が発生した場合、当社グループの財政状態及び経営成績

に重大な影響がおよぶ可能性がある。 

  

④ 知的財産権の保護に係るリスク 

当社グループは、事業の優位性確保のため、新規開発技術の特許保護を重視する戦略を取っている。しかしなが

ら、グローバル化や情報技術の進展などにより、開発した技術やノウハウなどが外部へ流出するリスクや、当社の知

的財産権の供与および他社の知的財産権の使用などに関して係争が発生するリスクを完全に回避することは困難であ

る。このような事態が発生した場合には、当社グループの競争力が低下し財政状態及び経営成績に重大な影響が生じ

る可能性がある。 

  



⑤ 環境関連規制の影響 

当社グループは、企業活動が地球環境と生態系に及ぼす影響に注目して、製品の全ライフサイクルにおいて環境負

荷の低減と省資源・省エネルギーに努めている。一方、環境関連規制は年々強化される方向にあり、規制の内容によ

っては製品などの製造、保管、処分などに関連する費用が発生し当社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響

を与える可能性がある。 

  

⑥ 訴訟などに係るリスク 

当社グループは、コンプライアンス経営を重視し、法令および社会的ルールの遵守の徹底を図っている。しかしな

がら、国内外事業に関連して、訴訟、行政措置などの対象となるリスクがあり、重要な訴訟などが提起された場合、

当社グループの財政状態及び経営成績に重大な影響を与える可能性がある。 

  

⑦ その他 

製品市況の変動、法的規制の変更、研究開発テーマの遅延、技術革新などが当社グループの財政状態及び経営成績

に重大な影響を与える可能性がある。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき重要な契約等はない。 

  



６ 【研究開発活動】 

当社グループは、研究開発を継続的な高成長を実現するための最大の原動力と位置付け、「市場と強く結びついた

研究・開発」により、次代を担う新製品・新規事業の創出に取り組んでいる。 

先端技術も取り込んだ新しい技術プラットフォームの構築と新技術・新製品と市場をつなぐ事業開発力の強化をす

すめ、テーマ設定から市場開発まで経営戦略と一体となった研究開発を推進し、スペシャリティの高い差別化力ある

製品を次々と創出し、高成長・高収益の実現を目指している。 

特に、成長が期待できる市場分野である「エレクトロニクス」「ライフサイエンス」「機能性樹脂」を重点戦略分

野とし、差別化された技術力を武器に継続的な成長を遂げるべく、これらの分野に経営資源を重点的に投入してい

る。 

具体的には、次の通りである。 

  

エレクトロニクス 

超耐熱性ポリイミドフィルム、液晶関連製品の開発など既存事業分野の拡大を目指した開発に加え、当社が得意と

する高分子技術を活用し、エレクトロニクス分野、特にエレクトロケミカルズ関連のテーマ群の拡充と早期事業化に

向けて取り組んでいる。 

太陽電池については、シースルー・大面積設置・独立電源など従来のアモルファスの特徴を活かした製品に加え、

変換効率１２％の薄膜ハイブリッドシリコン太陽電池をはじめとした競争力ある新製品開発を強化している。 

  

ライフサイエンス 

医薬バルク・中間体は、合成、バイオを中核技術とした光学活性医薬分野での新製品の継続的なラインアップを図

っている。中長期テーマとして、抗体医薬等のバイオ医薬バルクの生産技術開発を強化する一方で、保有する各種技

術を活かした新規領域の開拓にも取り組んでいる。 

医療機器は、インターベンションの新製品開発・上市を加速させると共に、中長期テーマとして、再生医療、細胞

治療用関連デバイスの研究開発を進めている。 

機能性食品素材は、コエンザイムＱ１０のアプリケーションの拡大を図るとともに、新製品群の開発に注力してい

る。 

  

機能性樹脂 

当社が得意とするコア・シェルゴム技術を駆使したエポキシ樹脂向け改質剤は欧米の顧客を中心に試作供試、製品

評価を進めている。また、リビング重合技術、精密重合技術やナノ分散技術を利用した新製品の開発を進める一方

で、自動車向けをターゲットとした研究開発を加速させるべく、研究開発テーマの整備を進めている。 

  

以上、重点戦略分野に関わる研究開発費は、12,332百万円である。 

これらを含め、当連結会計年度における研究開発費は、16,870百万円である。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度比8,860百万円、1.9%増加した。海外売上高については、輸出が前連

結会計年度を下回ったものの、海外子会社の売上高が、欧州における機能性樹脂の増加を主要因として伸張した結

果、前連結会計年度比1.5%増の171,769百万円となった。なお、海外売上高比率は、前連結会計年度(36.5%)並みの

36.3%となった。 

事業セグメント別には、モディファイヤーと変成シリコーンポリマーが好調であった機能性樹脂、塩ビ系特殊樹脂

とか性ソーダが好調であった化成品が前連結会計年度と比べ大きく増収となった一方、ライフサイエンス及び合成繊

維、その他が減収となった。 

  

当連結会計年度の営業利益は、化成品、機能性樹脂、エレクトロニクス及び合成繊維、その他が増益となったもの

の、米国での機能性食品素材の競争激化によるライフサイエンスが大幅な減益となったことから、前連結会計年度比

10,940百万円、23.0%の減益となった。 

  

(2) 財政状態の分析 

当連結会計年度末の総資産は、設備投資により有形固定資産が増加するとともに、売上高増による運転資産が増加

したこともあり、前連結会計年度末に比べて13,950百万円増の467,109百万円となった。一方、ＲＯＡ（総資産経常

利益率）は8.0%となり前連結会計年度（11.2%）を下回った。 

当連結会計年度末の有利子負債残高は、前連結会計年度末に比し6,593百万円増加し52,463百万円となった。ま

た、純資産は、利益剰余金の増加などによって271,280百万円となった。 

この結果、自己資本比率は56.8%、Ｄ／Ｅレシオ（有利子負債・株主資本比率）は0.20となった。 

また、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、22,635百万円となり前連結会計年度末に比べて2,409百万

円減少した。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当社グループ（当社及び連結子会社）は、中長期的な収益基盤の充実を図るために、国内外への投資を図ってきて

おり、当連結会計年度は全体で35,567百万円（有形固定資産及び無形固定資産受入れベースの数値。金額には消費税

等を含まない。）の設備投資を実施した。 

その主なものは、エレクトロニクス事業における電子材料製造設備拡充工事及び太陽電池製造設備拡充工事であ

り、他に自家発電設備更新工事がある。 

なお、各セグメント別の設備投資金額は次の通りである。 

  

 

事業セグメント 設備投資金額（百万円） 

化成品 7,522 

機能性樹脂 6,645 

発泡樹脂製品 3,640 

食品 4,091 

ライフサイエンス 3,977 

エレクトロニクス 6,587 

合成繊維、その他 2,160 

スタッフ部門及びセグメントに直課できない研究部門 940 

  合計 35,567 



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

  

(2) 国内子会社 

  

  

(3) 在外子会社 

  

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は工具器具備品及び建設仮勘定の合計である。なお、金額には消費税等は含まない。 

２ 提出会社の所有している土地及び建物等を含んでいる。当該資産の帳簿価額は次のとおりである。 

３ 従業員数の[ ]は、臨時従業員数を外書きしている。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)
従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

高砂工業所 
(兵庫県高砂市) 

化成品、機能性樹

脂、発 泡 樹 脂 製

品、食品、ライフ

サイエンス、合成

繊維、その他 

化成品、機能性樹

脂、発 泡 樹 脂 製

品、食品、ライフ

サイエンス、合成

繊維製造設備 

13,411 25,004
3,981

(1,111)
2,591 44,989 1,245

 [28] 

大阪工場 
(大阪府摂津市) 

化成品、機能性樹

脂、発 泡 樹 脂 製

品、ライフサイエ

ンス、合成繊維、

その他 

化成品、機能性樹

脂、発 泡 樹 脂 製

品、ライフサイエ

ンス、合成繊維製

造設備 

8,044 5,230
271

(365)
804 14,350 587

[12] 

滋賀工場 
(滋賀県大津市) 

エレクトロニクス エレクトロニクス

製造設備 5,876 8,031
1,023
(107)

213 15,145 292
[7] 

鹿島工場 
(茨城県神栖市) 

化成品、機能性樹

脂、発泡樹脂製品 

化成品、機能性樹

脂、発泡樹脂製品

製造設備 
2,656 2,548

2,986
(605)

183 8,374 200
[7] 

会社名 事業所名
(所在地) 

  
事業の種類別 
セグメント 

の名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計 

㈱カネカフード (注)２ 
本社工場
(神戸市 
西区) 

食品 油脂加工製
品製造設備

681 991
1,518

(15)
17 3,209 121

[95] 

カネカソーラーテック㈱ (注)２ 
本社工場
(兵庫県 
豊岡市) 

エレクトロニ
クス 

太陽電池
製造設備 1,225 1,139

584
(34)

2,611 5,561 67
[23] 

会社名 事業所名
(所在地) 

  
事業の種類別 
セグメント 

の名称 

設備の
内容 

帳簿価額(百万円) 従業
員数 
(名) 建物及び

構築物 
機械装置

及び運搬具
土地

(面積千㎡)
その他 合計 

カネカベルギーN.V. 
本社工場
(Westerlo 
Belgium) 

機能性樹脂、
発泡樹脂製品 

機 能 性 樹
脂、発 泡 樹
脂製品製造
設備 

2,511 2,638
123
(244)

264 5,537 259
[10] 

カネカテキサスCorp. 
本社工場
(Texas 
U.S.A.) 

機能性樹脂、
発 泡 樹 脂 製
品、エレクト
ロニクス 

機 能 性 樹
脂、発 泡 樹
脂 製 品、電
子材料製造
設備 

812 4,013
543

(1,002)
4,657 10,027 348

[5] 

カネカニュートリエンツL.P. 
本社工場
(Texas 
U.S.A.) 

ライフサイエン

ス 
機能性食品素

材製造設備 2,034 5,376
224
(190)

508 8,142 73
[8] 

㈱カネカフード 建物及び構築物73百万円、機械装置及び運搬具28百万円、土地1,418百万

円(10千㎡)、その他1百万円 

カネカソーラーテック㈱ 機械装置及び運搬具619百万円、土地584百万円(34千㎡)、その他2,497百

万円 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループ(当社及び連結子会社)の当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改善等に係る投資予定金

額は下記のとおりであるが、その所要資金については、主として自己資金を充当する予定である。 

  

(新設及び重要な拡充等) 

  

  

(除却等) 

経常的な設備の更新のための除却、売却を除き、重要な設備の除却、売却の計画はない。 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 

投資予定金額
主な資金

調達方法

着手及び
完了予定 完成後の 

増加能力 総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

カネカテキサ
スCorp. 

本社工場 
(Texas 
U.S.A.) 

化成品 
塩ビ系特殊樹脂 
製造設備新設 

4,000 2,018 自己資金
平成18年

 ５月 
平成20年 
 ３月 

塩ビ系特殊樹脂 
21,000ｔ／年 

カネカテキサ
スCorp. 

本社工場 
(Texas 
U.S.A.) 

機能性樹脂 
変成シリコーンポ

リマー製造設備新

設 
4,000 10 自己資金

平成19年

 １月 
平成21年 
 3月 

変成シリコーンポリ

マー 
10,000ｔ／年 

㈱カネカ 
（大阪工場） 

  
大阪府摂津

市 

エレクトロニ

クス 
電子材料製造設備

新設 
3,000 － 自己資金

平成19年

 ４月 
平成20年 
 4月 

― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はない。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 750,000,000

計 750,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 357,612,418 357,612,418

東京(市場第一部)、 

大阪(市場第一部)、 

名古屋(市場第一部) 

各証券取引所 

― 

計 357,612,418 357,612,418 ― ― 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 資本準備金の増加は株式会社羽根との株式交換によるものである。 

２ 平成19年４月１日から平成19年５月31日までに資本金の増減はない。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式15,379,120株は「個人その他」の欄に15,379単元及び、「単元未満株式の状況」の欄に120株含めて記載してい

る。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が8単元含まれている。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成14年４月１日～ 
平成15年３月31日 

(注)1 
― 357,612 ― 33,046 179 34,821

平成15年４月１日～ 
平成16年３月31日 

― 357,612 ― 33,046 ― 34,821

平成16年４月１日～ 
平成17年３月31日 

― 357,612 ― 33,046 ― 34,821

平成17年４月１日～ 
平成18年３月31日 

  
― 357,612 ― 33,046 ― 34,821

平成18年４月１日～ 
平成19年３月31日 

(注)2 
― 357,612 ― 33,046 ― 34,821

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 128 38 276 317 4 13,607 14,370 ―

所有株式数 
(単元) 

― 186,239 4,008 25,940 86,217 16 53,058 355,478 2,134,418

所有株式数 
の割合(％) 

― 52.39 1.13 7.30 24.25 0.00 14.93 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数が、日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)については27,096

千株、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)については、24,443千株、日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口4)については、18,640千株ある。 

２ シュローダー投信投資顧問株式会社他４社から平成19年１月15日付けで大量保有報告書の提出があり、平成18年12月31日

現在で次の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末における実質保有株式数の確認がで

きないため、平成19年３月31日現在の株主名簿に従い記載している。 

  なお、シュローダー投信投資顧問株式会社他４社の大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 27,096 7.58 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 24,443 6.84 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口4) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 18,640 5.21 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 16,773 4.69 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 15,458 4.32 

株式会社カネカ 
大阪府大阪市北区中之島三丁目２番４
号 

15,379 4.30 

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社） 

東京都千代田区丸の内二丁目１番１号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号晴
海アイランドトリトンスクエアオフ
ィスタワーＺ棟） 

13,125 3.67 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 12,324 3.45 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 11,544 3.23 

三井物産株式会社 
（常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社） 

東京都千代田区大手町一丁目２番1号
（東京都中央区晴海一丁目８番12号晴
海アイランドトリトンスクエアオフ
ィスタワーＺ棟） 

5,543 1.55 

計 ― 160,326 44.83 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

シュローダー投信投資顧問株式会
社 

東京都千代田区丸の内一丁目11番１号 12,080 3.38 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント（ホンコン）
リミテッド 

香港 セントラル、コンノート・プレ
イス８ ツー・エクスチェンジ・スク
エア19Ｆ 

81 0.02 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・ノースアメ
リカ・リミテッド 

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャ
ム・ストリート31 

2,856 0.80 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント・リミテッド 

英国 EC2V 7QA ロンドン、グレシャ
ム・ストリート31 

6,937 1.94 

シュローダー・インベストメン
ト・マネージメント（シンガポー
ル）リミテッド 

シンガポール049513、チュリア・スト
リート65 OCBCセンター#46-00 

2,698 0.75 



３ ＪＰモルガン信託銀行株式会社他１社から平成19年２月22日付けで大量保有報告書の提出があり、平成19年２月15日現在

で次の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末における実質保有株式数の確認ができな

いため、平成19年３月31日現在の株主名簿に従い記載している。 

なお、ＪＰモルガン信託銀行株式会社他１社の大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

４ 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行他５社から平成18年11月15日付けで大量保有報告書の提出があり、平成18年10月31日現在で

次の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末における実質保有株式数の確認ができない

ため、平成19年３月31日現在の株主名簿に従い記載している。 

  なお、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行他５社の大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

５ 株式会社りそな銀行、預金保険機構他１社から平成18年12月13日付けで大量保有報告書の提出があり、平成18年11月30日

現在で次の株式等を保有している旨の報告を受けているが、当社として当事業年度末における実質保有株式数の確認がで

きないため、平成19年３月31日現在の株主名簿に従い記載している。 

  なお、株式会社りそな銀行、預金保険機構他１社の大量保有報告書の内容は次のとおりである。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ＪＰモルガン信託銀行株式会社 
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号東
京ビルディング 

25,507 7.13 

ＪＰモルガン・アセット・マネ
ジメント株式会社 

東京都千代田区丸の内二丁目７番３号東
京ビルディング 

2,997 0.84 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 11,544 3.23 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 9,684 2.71 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 148 0.04 

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 596 0.17 

エム・ユー投資顧問株式会社 東京都中央区日本橋室町三丁目２番15号 915 0.26 

三菱UFJアセット・マネジメン
ト(UK) 
（Mitsubishi UFJ Asset 
 Management(UK)Ltd.） 

12-15Finsbury Circus，London，EC2M
7BT,United Kingdom 

4 0.00 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社りそな銀行 
大阪府大阪市中央区備後町二丁目２番１
号 

5,435 1.52 

りそな信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町一丁目１番２号 1,907 0.53 

預金保険機構 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 12,526 3.50 



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権8個）含まれる。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が120株含まれる。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

15,379,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

340,099,000 
340,099 ― 

単元未満株式 
普通株式 

2,134,418 
― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 357,612,418 ― ― 

総株主の議決権 ― 340,099 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社カネカ 

大阪市北区中之島 
三丁目２番４号 

15,379,000 ― 15,379,000 4.30

計 ― 15,379,000 ― 15,379,000 4.30



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

本制度は、会社法に基づき、平成19年６月28日開催の第83回定時株主総会において決議されたものであり、制度の

内容は次のとおりである。 

なお、当社は当該総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員退職慰労金制度を廃止した。 

  

  

決議年月日 平成19年６月28日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役 13名 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数（株） 75,000株（新株予約権1個につき普通株式1,000株）を上限とす

る。 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 新株予約権の行使の目的となる株式1株当たりの払込金額を1円

とし、新株予約権1個当たりの株式数を乗じた金額とする。 

新株予約権の行使期間 新株予約権を割り当てる日の翌日から25年以内とする。 

新株予約権の行使の条件 新株予約権者は、原則として当社の取締役の地位を喪失した日

の翌日から新株予約権を行使することができるものとし、その

他の新株予約権の行使の条件については、本新株予約権の募集

事項を決定する取締役会において定める。 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の決議によ

る承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項 

新株予約権1個当たりの目的である株式の数は1,000株とする

が、当社が合併、会社分割、株式分割又は株式併合を行うこと

により、株式数の変更をすることが適切な場合には、必要と認

める調整を行うものとする。 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 
該当事項はない。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 
  

旧商法第211条ノ３第１項第２号による普通株式の取得 

  

会社法第155条第３号による普通株式の取得 

  

会社法第155条第３号による普通株式の取得 

  

【株式の種類等】 旧商法第211条ノ３第１項第２号及び会社法第155条第３号による普通株式の
取得並びに旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号の規定に基づく単
元未満株式の買取請求による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年１月13日)での決議状況 
(取得期間平成18年１月16日～平成18年４月５日) 

1,000,000 1,600,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 858,000 1,250,664,000 

当事業年度における取得自己株式 ― ― 

残存決議株式の総数及び価額の総額 142,000 349,336,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 14.2 21.8 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 14.2 21.8 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年６月９日)での決議状況 
(取得期間平成18年６月12日～平成18年９月７日) 

1,000,000 1,200,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 1,000,000 1,021,643,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― 178,357,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) ― 14.9 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) ― 14.9 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

取締役会(平成18年11月９日)での決議状況 
(取得期間平成18年11月10日～平成19年３月22日) 

1,000,000 1,200,000,000 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 958,000 1,020,269,000 

残存決議株式の総数及び価額の総額 42,000 179,731,000 

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 4.2 15.0 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合(％) 4.2 15.0 



(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得 

(注) 「当期間における取得自己株式」には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取請求による

株式数は含めていない。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

(注) 「その他（単元未満株式の買増請求による処分）」及び「保有自己株式数」には、平成19年６月１日から有価証券報告書提

出日までの取引は含めていない。 

  

  株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 79,697 88,365,153 

当期間における取得自己株式 19,088 21,173,320 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株) 

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(単元未満株式の買増請求に
よる処分) 

5,031 4,691,589 276 260,768 

保有自己株式数 15,379,120 ― 15,397,932 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、企業基盤の強化を図りながら収益力を向上させ、株主へ利益還元することを経営の最重要課題のひとつと

して位置づけている。配当については、業績の進展状況に応じて決定することを基本としつつ、中長期の収益動向、

投資計画、財務状況等も勘案し安定的に継続することを重視していく所存である。また、株主還元の一環として自己

株式の取得を経済情勢の変化に対応して機動的に行い、資本効率の向上を図る所存である。 

当社は中間配当と期末配当の年２回の剰余金配当を行うことを基本方針としており、会社法第459条第１項各号に

基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めている。 

また内部留保資金については、財務の安全性確保を図りつつ、変化の激しい経済状況に対応し、持続的な成長を実

現していくために活用していく所存である。 

当期の期末配当金については、１株当たり８円とすることに決定した。中間配当金として、１株につき８円を支払

済であるので、年間配当金は１株当たり16円となった。 

第83期の剰余金の配当は次のとおりである。 

なお、当期における定款授権に基づく取締役会決議による自己株式の取得は1,958千株、2,041百万円である。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における株価である。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 東京証券取引所市場第一部における株価である。 

  

決議年月日 配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年10月26日取締役会決議 2,745 8 

平成19年５月10日取締役会決議 2,737 8 

回次 第79期 第80期 第81期 第82期 第83期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 975 1,055 1,231 1,606 1,450

最低(円) 519 501 922 1,071 963

月別 
平成18年 
10月 

11月 12月
平成19年
１月 

２月 ３月 

最高(円) 1,210 1,147 1,103 1,158 1,147 1,128

最低(円) 1,099 997 1,038 1,078 1,020 1,020



５ 【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

代表取締役 
  

会長 
  武 田 正 利 昭和12年１月２日生

昭和34年４月 当社入社

(注)３ 50

昭和60年５月 カネカロン事業部長

昭和62年６月 取 締 役

平成４年６月 常務取締役

平成８年６月 専務取締役

平成11年６月 代表取締役社長

平成17年６月 代表取締役会長

代表取締役 
  

社長 
  大 西 正 躬 昭和18年10月21日生

昭和45年３月 当社入社

(注)３ 47

平成７年３月 精密化学品事業部長

平成８年６月 取 締 役

平成12年６月 常務取締役

平成15年６月 専務取締役

平成17年６月 代表取締役社長

代表取締役 
  

副社長 

液状樹脂事業
部・カネカロ
ン事業部・ソ
ーラーエネル
ギー事業部管
掌兼経営企画
部・広報室担
当 

下 見 宇一郎 昭和17年10月２日生

昭和41年４月 当社入社

(注)３ 30

平成５年６月 経営企画部長

平成７年６月 取 締 役

平成11年６月 常務取締役

平成14年６月 専務取締役

平成17年６月 代表取締役副社長

平成19年４月 同・現職

取締役 
専務執行役員 

米国関係会社
統括担当 山 崎 重 軌 昭和18年12月16日生

昭和41年４月 当社入社

(注)３ 17

平成６年６月 食品事業部長

平成７年６月 取 締 役

平成13年６月 常務取締役

平成17年６月 同・現職

平成17年８月 カネカテキサスCorp.社長

平成18年６月 取締役専務執行役員

取締役 
専務執行役員 

経理部・情報シ
ステム部・総務
部・法務室・関
連会社支援部担
当兼ＩＲ担当兼
内部統制推進室
長 

島 崎 節 夫 昭和22年３月24日生

昭和44年４月 当社入社

(注)３ 22

平成10年５月 経理部長

平成13年６月 取 締 役

平成15年６月 常務取締役

平成18年６月 取締役専務執行役員

平成19年４月 同・現職

取締役 
常務執行役員 

機能性樹脂事
業部管掌兼新
規 事 業 開 発
部・原料部担
当兼研究開発
本部副本部長 

菅 原 公 一 昭和22年３月31日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 10

平成８年１月 カネカテキサスCorp.社長

平成12年６月 取 締 役

平成15年６月 常務取締役

平成18年６月 取締役常務執行役員

平成19年４月 同・現職

取締役 
常務執行役員 食品事業本部長 島   洋 一 昭和21年７月26日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 11

平成９年３月 人事部長

平成11年６月 取 締 役

平成16年６月 常務取締役

平成18年６月 取締役常務執行役員

平成19年４月 同・現職

取締役 
常務執行役員 

研究開発本部長
兼知的財産部担
当兼研究開発本
部イノベーショ
ン企画部長 

高 橋 里 美 昭和22年７月13日生

昭和48年４月 当社入社

(注)３ 15

平成13年４月 精密化学品事業部長

平成13年６月 取 締 役

平成16年６月 常務取締役

平成18年６月 取締役常務執行役員

平成19年４月 同・現職



  

(注) １ 監査役 塚本宏明及び廣川浩二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役である。 

２ 取締役以外の執行役員は13名であり、このうち常務執行役員は、米国関係会社副統括担当 原哲郎、また上席執行役員

は、法務室長 生野哲雄、発泡樹脂・製品事業本部副本部長兼住宅資材部長 梶原正寿、執行役員は、生産技術本部技術

部長 中川雅夫、ソーラーエネルギー事業部長 八田幹雄、液状樹脂事業部長 小倉健之亮、食品事業本部副本部長兼食

品事業部長 北山正信、機能性樹脂事業部長 池永温、総務部長兼秘書室長 松井英行、新規事業開発部長 永野広作、

人事部長 亀本茂、発泡樹脂・製品事業本部カネパール事業部長兼ＰＳＰ部長 三瓶幸司、化成事業部長 中村敏雄で構

成されている。 

３ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

る。 

４ 監査役の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

る。 

５ 監査役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時までであ

る。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(千株) 

取締役 
常務執行役員 高砂工業所長 芋 生 清 美 昭和22年４月18日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 10

平成12年６月 資材部長

平成14年６月 取 締 役・現職

平成16年６月 常務取締役

平成18年６月 取締役常務執行役員

取締役 
常務執行役員 

化成事業部・住
宅資材部管掌兼
発泡樹脂・製品
事業本部長 

羽 鳥 正 稔 昭和21年７月24日生

昭和44年４月 当社入社

(注)３ 17

平成15年４月 化成事業部長

平成15年６月 取 締 役

平成17年６月 常務取締役

平成18年６月 取締役常務執行役員

平成19年６月 同・現職

取締役 
常務執行役員 生産技術本部長 叶   敏 次 昭和21年３月15日生

昭和46年４月 当社入社

(注)３ 12
平成12年10月 鹿島工場長

平成14年６月 取 締 役

平成18年６月 取締役常務執行役員・現職

取締役 
常務執行役員 

ヘルスケアプロ
ダクツ事業本部
長兼医療器事業
部長 

鈴 木 俊 弘 昭和22年３月10日生

昭和45年４月 当社入社

(注)３ 14

平成12年４月 医療器事業部長

平成15年６月 取 締 役

平成18年６月 取締役常務執行役員

平成19年４月 同・現職

取締役 
常務執行役員 

電材事業部管
掌兼電材事業
部長 

小 山 信 行 昭和25年４月25日生

昭和49年４月 当社入社

(注)３ 10

平成13年７月 電材事業部長

平成16年６月 取締役

平成18年６月 上席執行役員(取締役退任)

平成19年６月 取締役常務執行役員・現職

監査役 
  

常勤 
  乾   佐太郎 昭和15年３月21日生

昭和38年４月 当社入社

(注)４ 13

平成２年５月 経営企画室長

平成４年６月 取 締 役

平成10年６月 常務取締役

平成12年６月 専務取締役

平成16年６月 監査役(常勤)

監査役 
  

常勤 
  井野口 康 男 昭和19年６月17日生

昭和44年４月 当社入社

(注)４ 5平成７年３月 監査室長

平成16年６月 監査役(常勤)

監査役   塚 本 宏 明 昭和19年６月28日生

昭和44年４月 弁護士登録

(注)４ 0
昭和56年１月 石川・塚本・宮崎法律事務所開設

(現 大江橋法律事務所) 
平成10年６月 当社監査役

監査役   廣 川 浩 二 昭和12年３月31日生

昭和42年４月 弁護士登録

(注)５ －昭和46年１月 網田・廣川法律事務所開設

平成12年６月 当社監査役

計 285



６ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任

している。補欠監査役の略歴は次のとおりである。 

(注) 補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までである。 

なお、補欠監査役の選任に係る決議が効力を有する期間は、平成20年３月期に係る定時株主総会の開

始の時までである。 

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数 
(千株) 

魚 住 泰 宏 昭和41年11月30日生 
平成５年４月 弁護士登録

大江橋法律事務所 入所 
(注) － 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、「人・社会・環境との調和のもとに、優れた技術で暮らしに役立つ製品やサービスを提供し、世界の人び

とに貢献します。」という企業理念のもと、企業価値増大を徹底して図っていくための重要な機能がコーポレート・

ガバナンスであると考えている。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況  

① 会社の機関の基本説明  

当社の経営に関る重要事項に関しては、社長・副社長他によって構成される「経営審議会」の審議を経て「取

締役会」において執行を決議している。 

なお、当社は平成18年６月29日より取締役会の改革及び執行役員制度の導入を中心とする経営機構改革を行っ

た。取締役会の改革では ①取締役会の活性化を図り、環境変化に迅速に対応した意思決定を行うため、取締役

の員数の上限を21名から13名に引き下げる ②取締役の経営責任の明確化を図るため、任期を１年に短縮する

③専務取締役、常務取締役の役付取締役を廃止する旨の定款変更を平成18年６月29日の株主総会において承認を

得て実施した。加えて、事業環境の変化に即応した業務執行体制強化のため、執行役員制度を導入した。 

また、当社は多角的な事業展開を基本戦略として、業種・業態に応じた事業展開を推進しており、組織形態と

しては事業部制を採用している。日常の業務執行に関しては、事業部長に広い権限を与えているが、複数の事業

部を上席の取締役が管掌することで全体的整合を図るとともに、毎月「部門長会」を開催し、各事業部門長から

取締役・監査役に対し職務の執行状況を直接報告させている。また、各部門の業務運営については、社長直属組

織の監査室が独立的監視活動を行っている。 

  
 

  

② 内部統制システムの整備の状況 

会社法及び会社法施行規則に基づき、「業務の適正を確保するための体制」（内部統制システム）を次のとお

り整備している。 

なお、金融商品取引法における「財務報告に係る内部統制」については、内部統制推進室を設置し、その整備

を進めている。 



イ．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

a. 倫理・法令遵守に関しては、コンプライアンス委員会が全社の計画の統括、進捗度の把握、実際の遵守状況

の確認、適切な相談・通報窓口の設営・維持等必要な活動の推進・監査を統括する。 

b. 機能統括部門（*1）は、統括する機能に関する規程類をコンプライアンスの観点からも整備するとともに、

個別研修の企画・実施、自己点検の促進等具体的活動の企画・推進及び遵守状況確認のための査察・監査を

行う。 

*1：機能統括部門とは、人事部、総務部、経理部等、当社及びグループ全体の事業活動において特

定の機能を統括する部門をいう。 
c.  さらに、機能統括部門の枠を超える横断的課題に対しては、地球環境委員会、工場経営会議、中央安全会

議、製品安全審査委員会など、特定の任務を持つ組織を設置し、計画の推進等を統括する。なお、この点に

ついては、ロ項、ハ項においても同様とする。 

ロ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社の事業及び財務の状態に重大な影響を及ぼすリスクについては、 
a. 個々の事業部門及び当該リスクに係る機能統括部門が適切な予防策を打ち、それらの発現に際しては適切に

対処することを基本とする。 

b. そのうえで、潜在的リスクへの予防策についてはコンプライアンス委員会が統括し、発現したリスク及び発

現する恐れが具体的に想定されるリスクについては、適宜リスク対策委員会が当該部門と協働して対処する

こととする。 

ハ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

a. 日常の業務執行に関しては、部門長に広い権限を与えて執行の機動性を確保するとともに、複数の事業部や

部門を上席の取締役が管掌あるいは担当して業務の執行を監督する。 

b. 重要事項は、決定基準表に基づく社内提案・決定手続に従って経営審議会における審議を経て、取締役会で

決議し執行する。 

c. 定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務の執行状況の報告等を行う。 

d. 毎月部門長会を開催し、経営の方針・会社の業績等を伝達・周知するとともに、指定された部門長から事業

計画及びその進捗状況について報告する。 

ニ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役が行うものに限らず、社内における意思決定や業務執行に関する情報は、ペーパー文書であるか電子

文書であるかを問わず、法令規則・社内関連規程の定めに従って関連資料とともに保存・管理する。 
ホ．当社及び当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

イ項からニ項については、当社の子会社にも適用することとし、所管部門、当該機能統括部門及び当該子会

社が協働して、体制（基本方針、規程類、責任組織など）をさらに整備し、実効をあげていく。 
ヘ．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 

a. 取締役会、部門長会、経営審議会等重要な会議には監査役が出席する。 

b. 環境安全査察結果、内部監査結果、月次業務、決算概要等重要な業務執行については取締役等から監査役へ

報告する。 

c. 社長決定案件、管掌役員決定案件の提案書・決定通知等重要な決裁書類は監査役に回付する。 

ト．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

a. 代表取締役と監査役との意見交換会を定期的に実施する。 

b. 監査役は取締役等から業務執行状況について適宜聴取する。 

c. 監査役は内部監査部門から監査の実施状況につき聴取する。 

d. 監査役は会計監査人から定期的に報告を受け、また意見交換会を実施する。 

e. 監査役は、本社・工場等の当社事業場及び主要な子会社において業務執行及び財産管理の状況を適宜調査す

る。 

  

なお、現在監査役の職務を補助する使用人は設置していないが、今後、必要に応じて監査役補助使用人を設置す

ることとし、その選任、処遇等に関する事項については、取締役と監査役が協議のうえ決定する。 



③ 内部監査及び監査役監査の状況 
当社は監査役制度を採用している。監査役は４名であり、内２名が社外監査役である。社外監査役と会社との

人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係について特記すべき事項はない。また、法令に定める監査

役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任している。 
監査役会は、内部監査の状況について監査室に対して適宜報告を求めるとともに、会計監査人より会計監査に

関する説明を受けるなど、相互に連携して監査を遂行している。 
  

④ 会計監査の状況 
当社の会計監査業務を遂行した公認会計士は、西尾方宏、井上浩一および山口義敬であり、あずさ監査法人に

所属している。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名、会計士補等10名である。 
  

⑤ 社外監査役との関係 
当社の社外監査役である塚本宏明、廣川浩二は、監査業務を実施するにあたり、弁護士として高い見識と豊富

な経験を有するとともに当社との利害関係に特記すべき事項がないことにより、独立性が確保されている。 
  
(2) 役員報酬等の内容 

当事業年度における役員報酬等の内容は次のとおりである。 

（注）１ 当事業年度末日時点における在籍人員は、取締役13名、監査役4名である。 
２ 上記支給総額には、第83回定時株主総会で承認可決された役員賞与の支給額（取締役94百万円、監査役6百万円（う

ち社外監査役2百万円））が含まれている。 

３ 上記支給総額には、役員退職慰労引当金の当期増加額（取締役97百万円、監査役10百万円（うち社外監査役4百万

円））が含まれている。 

  

(3) 監査報酬の内容 

当社のあずさ監査法人に対する報酬は次のとおりである。 

  

(4) その他 

当社は、平成18年6月29日開催の第82回定時株主総会の決議により、機動的な資本政策及び利益還元政策を図る

ため、剰余金の配当等会社法459条第1項各号に掲げる事項を取締役会の決議により定めることができる旨及び同条

第1項各号に掲げる事項を株主総会の決議によっては定めない旨を定款に定めている。 

区  分 支給人員 支給総額 

取締役 13名 577百万円 

監査役 
（うち社外監査役） 

4名 
（2名） 

77百万円 
 （32百万円） 

区  分 金額 

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条

第１項に規定する業務に基づく報酬 
43百万円 

上記以外の報酬 11百万円 



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づき作成してい

る。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づき作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)

及び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19

年３月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表につい

て、あずさ監査法人により監査を受けている。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

   現金及び預金   23,088 20,396  

   受取手形及び売掛金 ※７   110,634 118,401  

   有価証券   4,193 2,358  

   たな卸資産   54,553 65,277  

   繰延税金資産   4,591 4,752  

   その他   9,242 8,372  

   貸倒引当金   △340 △338  

   流動資産合計   205,964 45.5 219,219 46.9

Ⅱ 固定資産      

   有形固定資産 ※１      

    建物及び構築物 ※３   49,485 52,945  

    機械装置及び運搬具 ※３   60,713 68,948  

    土地 ※３   22,965 22,975  

    建設仮勘定   6,811 9,987  

    その他   4,168 4,546  

   有形固定資産合計   144,144 31.8 159,403 34.1

   無形固定資産   2,977 0.7 3,030 0.7

   投資その他の資産      

    投資有価証券 ※2,3   82,828 74,478  

    出資金 ※２   385 570  

    長期貸付金   9,899 1,444  

    長期前払費用   1,812 1,613  

    繰延税金資産   825 1,462  

    その他   5,372 6,216  

    貸倒引当金   △528 △329  

    投資損失引当金   △521 ―  

   投資その他の資産合計   100,073 22.1 85,456 18.3

   固定資産合計   247,194 54.5 247,890 53.1

   資産合計   453,158 100.0 467,109 100.0

      



  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

   支払手形及び買掛金 ※3,7   60,734 69,014  

   短期借入金 ※３   19,532 20,266  

   未払金   24,218 26,168  

   未払費用   8,623 8,991  

   未払法人税等   10,967 7,262  

   未払消費税等   791 298  

   繰延税金負債   0 ―  

   役員賞与引当金   ― 126  

   その他   1,720 1,851  

   流動負債合計   126,588 27.9 133,980 28.7

Ⅱ 固定負債      

   社債   15,000 15,000  

   長期借入金 ※３   11,337 17,196  

   繰延税金負債   11,143 7,081  

   退職給付引当金   18,642 18,217  

   役員退職慰労引当金   950 962  

   その他 ※３   3,094 3,390  

   固定負債合計   60,168 13.4 61,849 13.2

   負債合計   186,756 41.2 195,829 41.9

(少数株主持分)      

  少数株主持分   5,667 1.3 ― ―

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※５   33,046 7.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   34,856 7.6 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   177,758 39.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   30,236 6.7 ― ―

Ⅴ 為替換算調整勘定   △2,809 △0.6 ― ―

Ⅵ 自己株式 ※６   △12,353 △2.7 ― ―

資本合計   260,735 57.5 ― ―

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計 

  453,158 100.0 ― ―

      



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

資本金   ― ― 33,046 7.1

資本剰余金   ― ― 34,857 7.5

利益剰余金   ― ― 188,417 40.3

自己株式   ― ― △14,479 △3.1

株主資本合計   ― ― 241,842 51.8

Ⅱ 評価・換算差額等      

その他有価証券 
評価差額金 

  ― ― 24,115 5.2

繰延ヘッジ損益   ― ― 0 0.0

為替換算調整勘定   ― ― △827 △0.2

評価・換算差額等合計   ― ― 23,288 5.0

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 6,148 1.3

純資産合計   ― ― 271,280 58.1

負債純資産合計   ― ― 467,109 100.0

       



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   464,310 100.0 473,170 100.0

Ⅱ 売上原価   328,508 70.8 344,519 72.8

   売上総利益   135,801 29.2 128,651 27.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   88,195 19.0 91,985 19.4

    営業利益   47,606 10.2 36,666 7.8

Ⅳ 営業外収益      

   受取利息 173 304    

   受取配当金 733 859    

   投資有価証券売却益 676 1,661    

   為替差益 1,416 854    

   持分法による投資利益 22 4    

   その他 1,065 4,087 0.9 797 4,482 0.9

Ⅴ 営業外費用      

   支払利息 1,070 1,719    

   機械装置等除却損 1,626 1,429    

   その他 1,279 3,976 0.9 1,061 4,209 0.9

    経常利益   47,718 10.2 36,939 7.8

Ⅵ 特別利益      

   子会社株式売却益 ― ― ― 2,725 2,725 0.6

Ⅶ 特別損失      

   環境対策費用 ※２ 2,451 ―    

   減損損失 ※３ ― 1,863    

   機能性食品事業 
   構造改革費用 

※４ ― 4,447    

   米国民事訴訟和解金 ※５ ― 2,451 0.5 697 7,008 1.5

    税金等調整前 
当期純利益 

  45,266 9.7 32,656 6.9

    法人税、住民税 
    及び事業税 

17,891 14,182    

    法人税等調整額 △1,153 16,738 3.6 △525 13,656 2.9

    少数株主利益   427 0.1 636 0.1

    当期純利益   28,099 6.0 18,363 3.9

       



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   34,854 

Ⅱ 資本剰余金増加高     

   自己株式処分差益   1 1 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   34,856 

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   155,149 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

   当期純利益   28,099   

   連結子会社の増加による 
   増加高 

  693 28,793 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

   配当金   5,543   

   役員賞与   139   

   連結子会社の増加による 
   減少高 

  500 6,184 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   177,758 

        



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月1日 至 平成19年３月31日) 

  

  

（注）前期決算の定時株主総会における利益処分項目を含んでいる。 

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 33,046 34,856 177,758 △12,353 233,308 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当(注)     △5,500   △5,500 

 役員賞与の支給(注)     △140   △140 

 当期純利益     18,363   18,363 

 連結子会社の増加による 
 剰余金の減少     △1,934   △1,934 

 在外子会社の会計基準変更に 
 伴う剰余金の減少     △129   △129 

 自己株式の取得       △2,130 △2,130 

 自己株式の処分   0   4 5 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)         ― 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) ― 0 10,658 △2,125 8,533 

平成19年3月31日残高(百万円) 33,046 34,857 188,417 △14,479 241,842 

  
評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計
その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ

損益 
為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年3月31日残高(百万円) 30,236 ― △2,809 27,426 5,667 266,402 

連結会計年度中の変動額             

 剰余金の配当(注)           △5,500 

 役員賞与の支給(注)           △140 

 当期純利益           18,363 

 連結子会社の増加による 
 剰余金の減少           △1,934 

 在外子会社の会計基準変更に 
 伴う剰余金の減少           △129 

 自己株式の取得           △2,130 

 自己株式の処分           5 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) △6,120 0 1,982 △4,137 481 △3,655 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △6,120 0 1,982 △4,137 481 4,877 

平成19年3月31日残高(百万円) 24,115 0 △827 23,288 6,148 271,280 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     
   税金等調整前当期純利益   45,266 32,656 

   減価償却費   22,435 24,584 

   減損損失   ― 1,863 

   退職給付引当金の減少額   △540 △1,307 

   貸倒引当金の増減額(減少：△)   △462 4 

   受取利息及び受取配当金   △907 △1,163 

   支払利息   1,070 1,719 

   固定資産処分損失   1,121 1,400 

   子会社株式売却益   ― △2,725 

   環境対策費用   2,451 ― 

   機能性食品事業構造改革費用   ― 4,447 

   米国民事訴訟和解金   ― 697 

   持分法による投資損益   △22 △4 

   売上債権の増加額   △2,986 △9,219 

   たな卸資産の増加額   △5,387 △9,324 

   仕入債務の増加額   1,795 8,316 
   その他   △324 △525 

    小計   63,509 51,418 

   利息及び配当金の受取額   913 1,158 
   利息の支払額   △1,062 △1,648 
   法人税等の支払額   △15,958 △18,185 

   営業活動によるキャッシュ・フロー   47,402 32,742 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     
   有価証券の取得による支出   △1,900 ― 

   有価証券の売却等による収入   3,870 1,600 

   有形固定資産の取得による支出   △30,236 △34,879 

   無形固定資産の取得による支出   △912 △769 

   投資有価証券の取得による支出   △2,958 △4,885 

   投資有価証券の売却等による収入   3,364 2,893 

   連結子会社株式の取得による支出   △52 △57 

   連結子会社株式の売却による収入   ― 2,859 

   貸付けによる支出   △5,704 △401 

   貸付金の回収による収入   138 375 
   その他   △715 △631 

   投資活動によるキャッシュ・フロー   △35,105 △33,894 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     
   短期借入金の増減額(減少：△)   △43 6,652 

   長期借入れによる収入   2,550 6,914 

   長期借入金の返済による支出   △2,022 △7,821 

   社債の償還による支出   △5,000 ― 

   配当金の支払額   △5,543 △ 5,500 

   少数株主への配当金の支払額   △185 △202 

   自己株式の取得による支出   △3,958 △2,130 
   自己株式の売却による収入   5 5 

   財務活動によるキャッシュ・フロー   △14,198 △2,081 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   309 301 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △1,591 △2,932 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   25,521 25,044 

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物 
  の影響額 

  1,115 523 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   25,044 22,635 
      



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数50社 

主要な連結子会社名は、「第１ 

企業の概況 ４関係会社の状況」

に記載しているため省略した。 

  

なお、蘇州愛培朗緩衝塑料有限公

司、青島海華繊維有限公司、紋別

化成㈱、標津化成㈱、コートー

㈱、ツカサ㈱、宮城樹脂㈱、関東

スチレン㈱、北浦樹脂工業㈱、コ

スモ化成㈱、東洋スチロール㈱、

㈱ハネパックについては、重要性

が増加したことから、連結の範囲

に含めている。 

また、当連結会計年度において、

カネカ建材㈱は、カネカケンテッ

ク㈱と合併した。 

(イ)連結子会社の数52社 

主要な連結子会社名は、「第１ 

企業の概況 ４関係会社の状況」

に記載しているため省略した。 

  

なお、カネカニューヨークホール

ディングカンパニー,Inc.、カネ

カニュートリエンツL.P.、カネカ

ファンクショナルフーズLLC、カ

ネカアメリカLLC、カネカファー

マアメリカLLCについては、重要

性が増加したことから、連結の範

囲に含めている。 

旭ホームズ㈱については、保有株

式を売却したことにより連結の範

囲から除外している。 

カネカハイテックマテリアルズ

Inc.は、カネカテキサスCorp.と

合併した。 

カネカ東北建材（株）は、カネカ

ケンテック（株）と合併した。 

  (ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社は、カネカニ

ュートリエンツL.P.である。 

  非連結子会社は、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等

の観点からみて、いずれも重要性

に乏しく、全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

い。 

(ロ)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社は、カネカフ

ァーマベトナムCo.,Ltd.である。 

  非連結子会社は、総資産、売上

高、当期純損益及び利益剰余金等

の観点からみて、いずれも重要性

に乏しく、全体としても連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

い。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(イ)持分法適用の関連会社数２社 

  主要な会社名 

  イビデン樹脂㈱ 

(イ)持分法適用の関連会社数２社 

  主要な会社名            

同左 

  (ロ)持分法を適用していない非連結子

会社(カネカニュートリエンツ

L.P.他)及び関連会社(サンビック

㈱他)は、それぞれ当期純損益及

び利益剰余金等に重要な影響を及

ぼしておらず、かつ、全体として

も重要性が乏しいため持分法を適

用していない。 

(ロ)持分法を適用していない非連結子

会社(カネカファーマベトナム

Co.,Ltd.他)及び関連会社(サンビ

ック㈱他)は、それぞれ当期純損

益及び利益剰余金等に重要な影響

を及ぼしておらず、かつ、全体と

しても重要性が乏しいため持分法

を適用していない。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、カネカシンガポー

ルCo.(Pte) Ltd.、蘇州愛培朗緩衝塑

料有限公司、青島海華繊維有限公司、

太陽油脂㈱の決算日は12月31日であ

り、連結財務諸表の作成に当っては、

当該連結子会社の決算日現在の財務諸

表を使用している。なお、連結決算日

との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っている。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

   ・有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定している) 

  時価のないもの 

  ……移動平均法による原価法 

 ・有価証券 

  その他有価証券 

  時価のあるもの 

  ……決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定している) 

  時価のないもの 

同左 

   ・デリバティブ 

  ……時価法 

 ・デリバティブ 

同左 

   ・たな卸資産 

  製品・商品 

  ……主として総平均法(月次)によ

る原価法 

  原材料・仕掛品 

  ……主として移動平均法による原

価法 

 ・たな卸資産 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ・有形固定資産 

  主として定率法を採用している。 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によってい

る。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に定める方法と

同一の基準によっている。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ・有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社は、主と

して定率法を採用している。 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法によってい

る。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に定める方法と

同一の基準によっている。 

  在外連結子会社は主として定額法

を採用している。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ・貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上している。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ・貸倒引当金 

同左 

  ――― 

  

・役員賞与引当金 

  当社及び一部の連結子会社は、役

員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき

当連結会計年度に見合う分を計上

している。 

  ・投資損失引当金 

関係会社への投資に対する損失に

備えるため、投資先の財政状態等

を勘案して、必要額を計上してい

る。 

――― 

  



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

   ・退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上している。過去勤務債務

は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数(５年)

による定額法により費用処理して

いる。数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定

年数(10年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理している。 

 ・退職給付引当金 

同左 

   ・役員退職慰労引当金 

  当社及び一部の連結子会社は、役

員退職慰労金の支給に充てるた

め、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を引当計上している。 

 ・役員退職慰労引当金 

同左 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ・ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用している。 

  ただし、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理

を、振当処理の要件を満たす通貨

スワップについては振当処理を採

用している。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

 ・ヘッジ会計の方法 

同左 

   ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

  デリバティブ取引 

  (金利スワップ及び通貨スワップ) 

  ヘッジ対象 

  相場変動等により損失の可能性が

あり、相場変動等が評価に反映さ

れていないもの及び、キャッシ

ュ・フローが固定されその変動が

回避されるもの 

 ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

   ・ヘッジ方針 

  社内規程に基づき、為替変動リス

ク及び金利変動リスクをヘッジし

ている。 

 ・ヘッジ方針 

同左 

   ・有効性評価の方法 

  ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動または、キャッシュ・フローの

変動を比較し、相関性を見て有効

性を評価している。 

 ・有効性評価の方法 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 ・消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっている。 

(6) その他連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 ・消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては全面時価評価法を採用してい

る。 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却は、５年間の均等

償却を行なっている。ただし重要性が

乏しい場合には発生連結会計年度に全

額償却している。 

――― 

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

――― のれん及び負ののれんの償却は、５年

間の均等償却を行なっている。ただし

重要性が乏しい場合には発生連結会計

年度に全額償却している。 

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度において確

定した利益処分に基づいて作成してい

る。 

――― 

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

もので取得日から３ヶ月以内に満期日

の到来する短期投資からなっている。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」(企業会計基準第5号 平成17年12

月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日)を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

265,131百万円である。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成している。 

――― (役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用して

いる。 

従来の方法に比較して、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が、126百万円減少している。 

なお、セグメントへの影響は、セグメント情報に記載

している。 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― （連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度において区分掲記していた「繰延税金負

債」（当連結会計年度末0百万円）は、負債及び純資産

の合計額の100分の1以下であるため、当連結会年度か

ら、流動負債の「その他」に含めて表示することに変更

している。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  
  

№ 
前連結会計年度 

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 412,950百万円 有形固定資産の減価償却累計額 430,877百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に係る注記 

各科目のうち非連結子会社及び関連会社に対するも

の 

投資有価証券 
(株式) 

4,947百万円

出資金 281百万円

非連結子会社及び関連会社に係る注記 

各科目のうち非連結子会社及び関連会社に対するも

の 

投資有価証券
(株式) 

2,691百万円

出資金 399百万円

※３ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりである。 

  

 担保付債務は次のとおりである。 

建物及び構築物 1,593百万円

機械装置及び運搬具 894百万円

土地 827百万円

投資有価証券 650百万円

計 3,965百万円

支払手形及び買掛金 707百万円

短期借入金 1,324百万円

長期借入金 331百万円

その他固定負債 114百万円

計 2,478百万円

担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は次のとおりである。 

  

 担保付債務は次のとおりである。 

建物及び構築物 1,509百万円

機械装置及び運搬具 926百万円

土地 498百万円

投資有価証券 535百万円

計 3,469百万円

支払手形及び買掛金 1,126百万円

短期借入金 1,240百万円

長期借入金 421百万円

   

計 2,788百万円

 ４ 偶発債務 

保証債務 

連結会社以外の会社及び連結会社における顧客等

の銀行等よりの借入に対する保証 

TGA ペーストリーカンパニー 

Pty.Ltd. 
185百万円

その他１社及び顧客等 236百万円

計 421百万円

偶発債務 

保証債務 

連結会社以外の会社及び連結会社における顧客等

の銀行等よりの借入に対する保証 

連結会社以外の会社の銀行よりの借入に対する経

営指導念書等 

カネカファーマベトナムCo.,Ltd. 261百万円

   

TGA ペーストリーカンパニー 

Pty.Ltd. 
184百万円

     

受取手形裏書譲渡高 44百万円

受取手形割引高 1,038百万円

   

受取手形裏書譲渡高 45百万円

受取手形割引高 1,046百万円

※５ 当社の発行済株式総数は、普通株式357,612千株で

ある。 

――― 

※６ 連結会社が保有する連結財務諸表の提出会社の自己

株式の数は、普通株式13,346千株である。 

――― 

※７ ――― （追加情報） 

 連結会計年度末日の満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。 

 なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の満期手形が当連結会計年度末日の

残高に含まれている。 

受取手形   2,121百万円 

支払手形    621百万円 



(連結損益計算書関係) 

  

  

№ 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

※１ 主要な費目及びその金額 

なお、研究開発費の総額は16,861百万円であ

り、当期製造費用には含まれていない。 

荷造運搬費 23,025百万円

給料賃金 15,359百万円

退職給付引当金繰入額 1,348百万円

減価償却費 2,581百万円

研究開発費 16,861百万円

主要な費目及びその金額 

なお、研究開発費の総額は16,870百万円であ

り、当期製造費用には含まれていない。 

荷造運搬費 24,374百万円

給料賃金 16,643百万円

役員賞与引当金繰入額 126百万円

退職給付引当金繰入額 1,293百万円

減価償却費 2,592百万円

研究開発費 16,870百万円

※２ 環境対策費用は、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置法」によって義務

付けられている同廃棄物の処理を行うにあたり、日

本環境安全事業㈱から公表されている処理単価に基

づき算出した処理費用である。 

――――――― 

※３ ――――――― 当連結会計年度において、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上した。 

当社グループは、主に当社の事業部単位により資産

をグルーピングしている。また、賃貸用資産及び遊

休資産については、当該資産単独でグルーピングし

ている。 

カネカテキサスCorp．ジャクソン工場のビーズ法発

泡ポリオレフィン成型品製造設備については、将来

キャッシュ・フローが見込めないことから、帳簿価

額を全額減損処理し、1,863百万円を減損損失とし

て特別損失に計上している。 

その内訳は、機械装置1,402百万円、建物453百万

円、その他7百万円である。 

場所 用途 種類 

カネカテキサス

Corp. 

ジャクソン工場 

ビーズ法発泡 

ポリオレフィン 

成型品製造設備 

機械装置建

物等 

※４ ――――――― 連結子会社における減損損失3,813百万円、及び当

社における事業構造改革関連費用633百万円であ

る。 

連結子会社における減損損失は、以下の資産につい

て計上している。 

カネカニュートリエンツL.P.の機能性食品素材製造

設備について、競争激化により採算が悪化したた

め、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額

を特別損失として計上した。 

その内訳は、機械装置2,838百万円、建物974百万円

である。 

なお、回収可能額は使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローを10％で割り引いて算定し

ている。 

場所 用途 種類 

カネカニュートリ

エンツL.P. 

機能性食品素材

製造設備 

機械装置 

建物 

※５ ――――――― モディファイヤー事業に関する米国民事訴訟におけ

る和解金である。 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  
  
  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注）普通株式の自己株式の増加株式数は主に市場買付によるものであり、減少株式数は単元未満株式の買増請求に応じたものであ

る。 
  
  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式 357,612,418 ― ― 357,612,418 

株式の種類 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度
減少株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式（注） 13,346,454 2,037,697 5,031 15,379,120 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,754 8 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

平成18年10月26日 
取締役会 

普通株式 2,745 8 平成18年9月30日 平成18年12月5日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年5月10日 
取締役会 

普通株式 2,737 利益剰余金 8 平成19年3月31日 平成19年5月28日 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在)

  

現金及び預金勘定  23,088百万円

有価証券勘定  4,193百万円

計  27,282百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

 △100百万円

株式及び償還期間が３か月 
を超える債券等 

 △2,137百万円

現金及び現金同等物  25,044百万円

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在)

  

現金及び預金勘定  20,396百万円

有価証券勘定  2,358百万円

計  22,754百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

 △119百万円

株式及び償還期間が３か月
を超える債券等 

 －百万円

現金及び現金同等物  22,635百万円

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

1,404 792 611

その他 
（工具器具 
及び備品等） 

2,249 1,377 872

合計 3,653 2,170 1,483

取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却累 
計額相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置
及び運搬具 

1,280 767 512 

その他
（工具器具 
及び備品等）

1,862 928 933 

合計 3,142 1,696 1,446 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高

相当額の算定は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によっている。 

１年以内 624百万円

１年超 858百万円

計 1,483百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  (注)       同左 

１年以内 606百万円

１年超 839百万円

計 1,446百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 755百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 610百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法はリース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

４          同左 

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 75百万円

１年超 144百万円

計 220百万円

オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 99百万円

１年超 94百万円

計 194百万円



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成18年３月31日) 
  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 
  

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成18年３月31日) 

  

その他有価証券 

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成18年３月31日) 
  

  

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

(1) 株式 18,665 69,836 51,171

(2) 債券  

  国債・地方債等 600 600 0

  社債 200 200 0

  その他 26 27 1

(3) その他 ― ― ―

  小計 19,492 70,666 51,173
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

(1) 株式 400 389 △11

(2) 債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 808 808 △0

  その他 500 499 △0

(3) その他 ― ― ―

  小計 1,709 1,697 △12

合計 21,202 72,363 51,161

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

767 578 △1 

非上場株式 7,142百万円 

公社債投資信託 2,056百万円 

その他 512百万円 

  １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) 

① 債券   
  国債・地方債等 600 ― 

  社債 1,008 ― 

  その他 527 ― 
② その他 ― ― 

合計 2,137 ― 



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの(平成19年３月31日) 
  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 
  

  

３ 時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成19年３月31日) 

  

（１）子会社株式及び関連会社株式        2,691百万円 

  

（２）その他有価証券 

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額(平成19年３月31日) 
  

該当事項はない。 

次へ 

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

 

(1) 株式 21,966 62,959 40,992

(2) 債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

    21,966 62,959 40,992
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 

 

(1) 株式 896 790 △105

(2) 債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 ― ― ―

  その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

    896 790 △105

合計 22,863 63,750 40,886

売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円) 

2,207 1,658 ― 

非上場株式 7,141百万円 

公社債投資信託 2,358百万円 

その他 895百万円 



(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

１ 取引の状況に関する事項(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

当社グループ(当社及び連結子会社)はデリバティブ取引として為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワッ

プ取引、金利スワップ取引を利用している。なお、当連結会計年度において通貨オプション取引はない。 

(2) 取引に対する取組方針及び利用目的 

当社グループでは、外貨建ての売上債権、買入債務、運用資産、貸付金等の為替変動リスクを回避する目的で為

替予約、通貨オプション、通貨スワップを利用しているが、実需の範囲内で行うこととし、投機目的では一切行わ

ない方針である。 

また、運用資産及び資金調達の際の金利については、調達コストの削減、運用収益の安定化を目的として円金利

スワップ取引を利用しているが、その想定元本は実需に基づく資産及び負債に対応させており、投機目的での取引

は一切行わない方針である。 

なお、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及び有効性評価の方法等については、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」に記載している。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

取組方針に則って、実需の範囲内でデリバティブ取引を行っており、全てのデリバティブ取引が貸借対照表上の

資産、負債と対応しているため、為替変動によるリスクは回避されており、かつ市場金利変動によるリスクは重要

なものではない。 

当社グループのデリバティブ取引の契約先は信用度の高い金融機関であるため相手側の契約不履行によるリスク

はほとんど無いと判断している。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引のリスク管理は社内規程に則って執行されている。当該規程では取組の基本方

針、業務の範囲、執行責任者、決定基準、管理体制に関する事項を定めている。 

デリバティブ取引の執行及び管理は当社グループ各社の経理部門内で行われるが、執行担当と残高等の管理担当

は分離されている。 

デリバティブ取引の取引内容、残高、評価損益は定期的に取締役会に報告される。 

  

２ 取引の時価等に関する事項(平成18年３月31日) 

(1) 通貨関連 

(注) １ 時価の算定方法 先物為替相場によっている。 

２ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

(2) 金利関連 

該当事項はない。 

(注) ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

うち１年超
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の 
取引 

為替予約取引  

 売建  

  米ドル 2,342 － 2,318 23

  ユーロ 354 － 355 △1

合計 2,696 － 2,673 22



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

１ 取引の状況に関する事項(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(1) 取引の内容 

当社グループ(当社及び連結子会社)はデリバティブ取引として為替予約取引、通貨オプション取引、通貨スワッ

プ取引、金利スワップ取引を利用している。なお、当連結会計年度において通貨オプション取引はない。 

(2) 取引に対する取組方針及び利用目的 

当社グループでは、外貨建ての売上債権、買入債務、運用資産、貸付金等の為替変動リスクを回避する目的で為

替予約、通貨オプション、通貨スワップを利用しているが、実需の範囲内で行うこととし、投機目的では一切行わ

ない方針である。 

また、運用資産及び資金調達の際の金利については、調達コストの削減、運用収益の安定化を目的として円金利

スワップ取引を利用しているが、その想定元本は実需に基づく資産及び負債に対応させており、投機目的での取引

は一切行わない方針である。 

なお、ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針及び有効性評価の方法等については、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」に記載している。 

(3) 取引に係るリスクの内容 

取組方針に則って、実需の範囲内でデリバティブ取引を行っており、全てのデリバティブ取引が貸借対照表上の

資産、負債と対応しているため、為替変動によるリスクは回避されており、かつ市場金利変動によるリスクは重要

なものではない。 

当社グループのデリバティブ取引の契約先は信用度の高い金融機関であるため相手側の契約不履行によるリスク

はほとんど無いと判断している。 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

当社グループのデリバティブ取引のリスク管理は社内規程に則って執行されている。当該規程では取組の基本方

針、業務の範囲、執行責任者、決定基準、管理体制に関する事項を定めている。 

デリバティブ取引の執行及び管理は当社グループ各社の経理部門内で行われるが、執行担当と残高等の管理担当

は分離されている。 

デリバティブ取引の取引内容、残高、評価損益は定期的に取締役会に報告される。 

  

２ 取引の時価等に関する事項(平成19年３月31日) 

(1) 通貨関連 

(注) １ 時価の算定方法 

為替予約取引・・・先物為替相場によっている。 

通貨スワップ・・・通貨スワップ契約を締結している取引銀行から提示された価格によっている。 

２ 上記通貨スワップ取引は、連結子会社への貸付金をヘッジ対象として貸借対照表上はヘッジ会計を適用 

しているが、連結貸借対照表上は当該連結子会社への貸付金が消去されヘッジ会計が適用できなくなっ 

たため開示の対象としている。 

３ ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

(2) 金利関連 

該当事項はない。 

(注) ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 

  

区分 種類 
契約額等
(百万円) 

うち１年超
(百万円) 

時価
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の 
取引 

為替予約取引  

 売建  

  米ドル 2,936 － 2,918 17

通貨スワップ取引 13,645 9,315 △639 △639



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、企業年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制

度を設けている。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。なお、一部の海外連結子会社で

は、確定拠出型の年金制度を設けている。 

 前連結会計年度においては、連結対象子会社が増加したことにより退職一時金制度が9社分、適格退職年金制度が

1社分増加している。さらに、カネカ建材㈱とカネカケンテック㈱との合併により連結対象子会社が減少したことか

ら、退職一時金制度が1社分減少している。当連結会計年度においては、旭ホームズ㈱を株式売却により連結の範囲

から除外したことにより、適格退職年金制度が1社分減少し、カネカ東北建材㈱をカネカケンテック㈱との合併によ

り連結の範囲から除外したことにより、退職一時金制度が1社分減少している。 

この結果、当連結会計年度末現在、当社及び国内連結子会社全体で退職一時金制度については31社が有しており、

また、企業年金基金は1基金、適格退職年金は11年金を有している。 

  

  

２ 退職給付債務に関する事項 

  

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

① 退職給付債務（注）(百万円) △70,923 △73,000 

② 年金資産(百万円) 47,550 51,922 

③ 未積立退職給付債務(①＋②)(百万円) △23,372 △21,077 

④ 未認識数理計算上の差異(百万円) 5,630 4,131 

⑤ 未認識過去勤務債務(百万円) △900 △477 

⑥ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤）(百万円) △18,642 △17,424 

⑦ 前払年金費用(百万円) － 793 

⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦)(百万円) △18,642 △18,217 

前連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

(注) 連結子会社の退職給付債務の算定にあたって

は簡便法を採用している。        

  (注)         同左 



３ 退職給付費用に関する事項 

  

  

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

該当事項はない。 

次へ 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

① 勤務費用(注) (百万円) 3,131 3,122 

② 利息費用(百万円) 1,591 1,663 

③ 期待運用収益(百万円) △946 △1,152 

④ 数理計算上の差異の費用処理額(百万円) 1,537 1,141 

⑤ 過去勤務債務の費用処理額(百万円) △784 △422 

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤)(百万円) 4,530 4,353 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「①勤務費用」に計上している。 

  (注)          同左 

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

① 退職給付見込額の期間配

分方法 

期間定額基準 同左 

② 割引率 2.5％ 同左 

③ 期待運用収益率 2.5％ 同左 

④ 過去勤務債務の処理年数 ５年(発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数による定額法によ

る。) 

同左 

⑤ 数理計算上の差異の処理

年数 

10年(発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定年数による定額法によ

り、翌連結会計年度から費用処理する

こととしている。) 

同左 



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主な項目別の内訳 

  

前へ     

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日)
  

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

(繰延税金資産)      

 退職給付引当金 7,275百万円   6,979百万円

 繰越欠損金 2,315百万円   4,412百万円

 投資有価証券評価損 1,759百万円   1,670百万円

 未払費用(賞与) 1,970百万円   1,933百万円

 減損損失 1,237百万円   3,132百万円

 その他有価証券評価差額金 7百万円   44百万円

 その他 7,928百万円   8,112百万円

 小計 22,495百万円   26,285百万円

 評価性引当額 △4,908百万円   △7,270百万円

 繰延税金資産合計 17,587百万円   19,014百万円

(繰延税金負債)      

 その他有価証券評価差額金 △20,783百万円   △16,648百万円

 その他 △2,530百万円   △3,233百万円

 繰延税金負債合計 △23,313百万円   △19,882百万円

 繰延税金資産(負債)の純額 △5,726百万円   △867百万円

  
前連結会計年度 

(平成18年３月31日)
  

当連結会計年度 
(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.64％   40.64％

 評価性引当額の増減 △0.03％   6.01％

 外国税額等税額控除 △4.64％   △5.85％

 交際費等一時差異でない項目 0.41％   0.69％

 受取配当金等一時差異でない項目 △0.92％   △1.58％

 受取配当金連結消去 2.40％   3.78％

 その他 △0.88％   △1.87％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.98％   41.82％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は製品の種類、用途、製造方法、市場の類似性並びに製造過程における相互関連性、開発の基盤共通性等を総合

的に判断し取り決めた。 

２ 事業別の主要製品等は次のとおりである。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,983百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、81,708百万円であり、その主なものは当社における余資運

用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び各部門に直課できない研究部門に係わる資産等であ

る。 

  

  
化成品 

(百万円) 

機能性 
樹脂 

(百万円) 

発泡樹脂 
製品 

(百万円) 

食品

(百万円) 

ライフ

サイエンス

(百万円) 

エレクトロ

ニクス 
(百万円) 

合成繊維、

その他 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

   売上高          

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 87,922 73,190 68,304 107,567 49,147 47,159 31,016 464,310 ― 464,310

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 2,282 301 1,384 9 ― ― 6,879 10,856 (10,856) ―

計 90,205 73,492 69,689 107,576 49,147 47,159 37,895 475,167 (10,856) 464,310

   営業費用 84,628 61,504 69,559 102,859 30,196 38,329 35,374 422,452 (5,748) 416,703

営業利益 5,577 11,987 129 4,717 18,951 8,830 2,521 52,715 (5,108) 47,606

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失 
  及び資本的支出 

         

   資産 72,981 49,145 59,628 61,800 60,796 49,660 17,921 371,934 81,224 453,158

   減価償却費 3,868 3,060 3,707 2,258 3,287 3,941 1,302 21,427 837 22,265

   資本的支出 6,236 4,122 3,706 2,765 6,574 8,587 2,030 34,022 693 34,716

事業区分 主要製品等

化成品 塩化ビニール樹脂、塩ビコンパウンド、か性ソーダ、塩化物、塩ビ系特殊樹脂 

機能性樹脂 ＭＢＳ樹脂、変成シリコーンポリマー、耐候性ＭＭＡ系フィルム 

発泡樹脂製品 
押出発泡ポリスチレンボード、発泡スチレン樹脂、ビーズ法発泡ポリオレフィ
ン、発泡スチレンペーパー、塩ビサッシ 

食品 マーガリン、ショートニング、高級製菓用油脂、パン酵母、香辛料 

ライフサイエンス 医薬品(バルク・中間体)、機能性食品素材、医療機器

エレクトロニクス 超耐熱性ポリイミドフィルム、液晶関連製品、複合磁性材料、巻線、太陽電池 

合成繊維、その他 アクリル系合成繊維(カネカロン)、エンジニアリング業務、住宅建築工事 



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は製品の種類、用途、製造方法、市場の類似性並びに製造過程における相互関連性、開発の基盤共通性等を総合

的に判断し、取り決めた。 

２ 事業別の主要製品等は次のとおりである。 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,936百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

４ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、71,860百万円であり、その主なものは当社における余資運

用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び各部門に直課できない研究部門に係わる資産等であ

る。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載の通り、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。 

従来の方法によった場合に比較して、この変更が各セグメントに与える影響は軽微である。 

  

  
化成品 

(百万円) 

機能性 
樹脂 

(百万円) 

発泡樹脂 
製品 

(百万円) 

食品

(百万円) 

ライフ

サイエンス

(百万円) 

エレクトロ

ニクス 
(百万円) 

合成繊維、

その他 
(百万円) 

計

(百万円) 

消去又は 
全社 

(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益          

   売上高          

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 93,120 81,082 71,531 110,795 40,332 51,488 24,819 473,170 ― 473,170

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 2,305 313 1,142 11 ― ― 6,659 10,432 (10,432) ―

計 95,426 81,395 72,673 110,807 40,332 51,488 31,479 483,603 (10,432) 473,170

   営業費用 89,743 67,807 73,172 107,255 34,607 42,184 27,365 442,136 (5,631) 436,504

営業利益又は 
営業損失(△) 5,683 13,587 △499 3,552 5,724 9,303 4,114 41,467 (4,800) 36,666

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失 
  及び資本的支出 

         

   資産 78,560 55,537 61,972 68,738 59,042 52,160 19,236 395,249 71,860 467,109

   減価償却費 4,578 3,446 3,329 2,346 4,146 4,384 1,405 23,637 824 24,461

   減損損失 ― ― 1,863 ― 3,813 ― ― 5,677 ― 5,677

   資本的支出 7,522 6,645 3,640 4,091 3,977 6,587 2,160 34,627 940 35,567

事業区分 主要製品等

化成品 塩化ビニール樹脂、塩ビコンパウンド、か性ソーダ、塩化物、塩ビ系特殊樹脂 

機能性樹脂 モディファイヤー、変成シリコーンポリマー、耐候性ＭＭＡ系フィルム 

発泡樹脂製品 
押出発泡ポリスチレンボード、発泡スチレン樹脂、ビーズ法発泡ポリオレフィ
ン、発泡スチレンペーパー、塩ビサッシ 

食品 マーガリン、ショートニング、高級製菓用油脂、パン酵母、香辛料 

ライフサイエンス 医薬品(バルク・中間体)、機能性食品素材、医療機器

エレクトロニクス 超耐熱性ポリイミドフィルム、液晶関連製品、複合磁性材料、巻線、太陽電池 

合成繊維、その他 アクリル系合成繊維(カネカロン)、エンジニアリング業務



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域について「北米」「欧州」「アジア」に区分しているが、全セグメントの売上高

の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占めるそれぞれの地域の割合が10％未満であるため「その他の地域」とし

て一括して記載している。 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

    その他の地域  北米………米国 

            欧州………ベルギー 

            アジア……マレーシア、シンガポール 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,983百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、81,708百万円であり、その主なものは当社における余資運

用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び各部門に直課できない研究部門に係わる資産等であ

る。 

  

  
日本 

(百万円) 
その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

   売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 389,844 74,465 464,310 ― 464,310

 (2) セグメント間の内部 
   売上高 

12,204 4,458 16,662 (16,662) ―

計 402,049 78,924 480,973 (16,662) 464,310

   営業費用 354,841 73,446 428,288 (11,584) 416,703

    営業利益 47,207 5,477 52,685 (5,078) 47,606

Ⅱ 資産 326,436 51,722 378,158 75,000 453,158



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域について「北米」「欧州」「アジア」に区分しているが、全セグメントの売上高

の合計及び全セグメントの資産の金額の合計に占めるそれぞれの地域の割合が10％未満であるため「その他の地域」とし

て一括して記載している。 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

    その他の地域  北米………米国 

            欧州………ベルギー 

            アジア……マレーシア、シンガポール 

２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、4,936百万円であり、当社における各部門に

直課できない基礎的研究開発費である。 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、71,860百万円であり、その主なものは当社における余資運

用資金(現金及び預金、有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)及び各部門に直課できない研究部門に係わる資産等であ

る。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載の通り、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。 

従来の方法によった場合に比較して、この変更が各セグメントに与える影響は軽微である。 

  

  
日本 

(百万円) 
その他の地域
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

   売上高     

 (1) 外部顧客に対する売上高 379,519 93,651 473,170 ― 473,170

 (2) セグメント間の内部 
   売上高 

23,234 5,669 28,904 (28,904) ―

計 402,753 99,321 502,075 (28,904) 473,170

   営業費用 365,558 94,874 460,433 (23,929) 436,504

    営業利益 37,195 4,446 41,641 (4,975) 36,666

Ⅱ 資産 337,023 72,731 409,755 57,354 467,109



【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

      アジア……中国、韓国、台湾 

      北米………米国、メキシコ 

      欧州………ベルギー、英国 

      その他の地域……オーストラリア、トーゴ 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

  (1) 国又は地域の区分の方法……地理的近接度による 

  (2) 各区分に属する主な国又は地域 

      アジア……中国、韓国、台湾 

      北米………米国、メキシコ 

      欧州………ベルギー、英国 

      その他の地域……アフリカ、オセアニア 

  

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 64,493 49,652 45,747 9,389 169,282

Ⅱ 連結売上高(百万円)     464,310

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

13.9 10.7 9.9 2.0 36.5

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 68,600 42,088 50,060 11,019 171,769

Ⅱ 連結売上高(百万円)     473,170

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％) 

14.5 8.9 10.6 2.3 36.3



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

子会社等 

  

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 該当事項はない。 

属性 名称 住所 資本金 事業の内容 
議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額 
(百万円) 科目 期末残高

(百万円)役員の
兼任等 

事業上
の関係 

子会社 
カネカニュ
ートリエン
ツL.P. 

Texas. 
U.S.A. 

  
20百万 
米ドル 

機能性食品
素材の製造 
販売 

間接 100 兼任１人
当社の製
品の販売

資金の貸付 5,774 長期 
貸付金 7,917

利息の受取 26 未収利息 5



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

項目 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 756円96銭 774円71銭

１株当たり当期純利益 80円80銭 53円48銭

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益    

 当期純利益    (百万円) 28,099 18,363

 普通株主に帰属しない金額 
          (百万円) 

140 ―

 (うち利益処分による 
 役員賞与金)    (百万円) 

(140) (―)

 普通株式に係る当期純利益 
          (百万円) 

27,959 18,363

 普通株式の期中平均株式数 
   (千株) 

346,050 343,372



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

(注) １ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりである。 

  

  

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載している。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は次のとおりである。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

利率
(％) 

担保 償還期限 

当社 
第１回無担保 
社債 

平成 
10年９月９日 

5,000 5,000
年

2.66 
なし

平成     
20年９月９日 

〃 
第３回無担保 
社債 

11年７月27日 5,000 5,000 2.45 〃 23年７月27日 

〃 
第４回無担保 
社債 

11年７月27日 5,000 5,000 2.09 〃 21年７月27日 

合計 ― ― 15,000 15,000 ― ― ― 

１年以内 
(百万円) 

１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

― 5,000 5,000 ― 5,000

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 11,772 19,245 4.56 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 7,759 1,020 1.97 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

11,337 17,196 1.52
平成20年４月30日～
 平成31年２月25日 

その他の有利子負債 ― ― ― ― 

合計 30,869 37,463 ― ― 

区分 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

長期借入金 619 376 1,163 570



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

   現金及び預金   15,648 13,129  

   受取手形 ※5,8   3,757 4,204  

   売掛金 ※５   78,174 80,020  

   有価証券   1,536 ―  

   製品・商品   17,721 22,462  

   原材料   5,913 6,549  

   仕掛品   5,315 6,146  

   貯蔵品   2,935 3,753  

   前払費用   750 594  

   繰延税金資産   2,632 2,331  

   関係会社短期貸付金   9,770 10,567  

   未収入金   5,315 5,223  

   その他   2,418 2,484  

   貸倒引当金   △92 △12  

   流動資産合計   151,797 40.3 157,455 42.2

Ⅱ 固定資産      

   有形固定資産 ※１      

    建物   26,869 27,633  

    構築物   5,618 5,556  

    機械及び装置   41,154 42,337  

    車両運搬具   124 187  

    工具器具及び備品   2,909 2,731  

    土地   17,404 17,500  

    建設仮勘定   5,336 4,942  

   有形固定資産合計   99,417 26.4 100,888 27.1

   無形固定資産      

    特許権   74 70  

    商標権   2 1  

    ソフトウェア   915 788  

    その他   54 49  

   無形固定資産合計   1,046 0.3 909 0.2



  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

   投資その他の資産        

    投資有価証券 ※２   75,816 69,624  

    関係会社株式   29,632 25,321  

    出資金   95 95  

    関係会社出資金   2,015 2,699  

    長期貸付金   1,014 1,013  

    従業員長期貸付金   347 293  

    関係会社長期貸付金   10,802 14,898  

    長期前払費用   1,645 1,413  

    差入保証金   3,231 3,275  

    その他   677 1,505  

    貸倒引当金   △191 △6,641  

    投資損失引当金   △931 ―  

   投資その他の資産合計   124,154 33.0 113,499 30.5

   固定資産合計   224,618 59.7 215,297 57.8

   資産合計   376,416 100.0 372,753 100.0

       

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

   支払手形 ※5,8   674 267  

   買掛金 ※５   38,224 43,972  

   短期借入金 ※５   12,274 11,617  

   一年内返済長期借入金 ※２   6,537 63  

   未払金   19,550 20,281  

   未払費用   4,506 4,461  

   未払法人税等   8,697 4,961  

   未払消費税等   414 ―  

   預り金   420 316  

   役員賞与引当金   ― 100  

   その他   122 45  

   流動負債合計   91,422 24.3 86,089 23.1



  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅱ 固定負債      

   社債   15,000 15,000  

   長期借入金 ※２   9,459 15,892  

   繰延税金負債   9,292 5,644  

   退職給付引当金   15,724 15,144  

   役員退職慰労引当金   704 706  

   その他   2,630 2,670  

   固定負債合計   52,811 14.0 55,058 14.8

   負債合計   144,234 38.3 141,148 37.9

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※３   33,046 8.8 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

 資本準備金 34,821 ―    

   その他資本剰余金      

 自己株式処分差益 19 ―    

資本剰余金合計   34,841 9.3 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

 利益準備金 5,863 ―    

 任意積立金      

    特別償却準備金 701 ―    

    配当準備積立金 1,995 ―    

    退職給与積立金 525 ―    

    技術振興基金 500 ―    

    従業員福祉基金 300 ―    

    買換資産積立金 598 ―    

    買換資産 
    圧縮記帳積立金 

753 ―    

    別途積立金 100,427 ―    

  当期未処分利益 35,305 ―    

利益剰余金合計   146,970 39.0 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   29,676 7.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※４   △12,353 △3.3 ― ―

資本合計   232,181 61.7 ― ―

   負債・資本合計   376,416 100.0 ― ―

       



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

資本金     ― ― 33,046 8.9

資本剰余金      

資本準備金 ― 34,821    

その他資本剰余金 ― 20    

資本剰余金合計   ― ― 34,842 9.3

利益剰余金      

利益準備金 ― 5,863    

その他利益剰余金      

特別償却準備金 ― 495    

特定災害防止準備金 ― 3    

配当準備積立金 ― 1,995    

退職給与積立金 ― 525    

技術振興基金 ― 500    

従業員福祉基金 ― 300    

買換資産積立金 ― 598    

買換資産圧縮 
記帳積立金 

― 674    

別途積立金 ― 118,427    

繰越利益剰余金 ― 25,274    

利益剰余金合計   ― ― 154,657 41.5

自己株式     ― ― △14,479 △3.9

株主資本合計   ― ― 208,066 55.8

Ⅱ 評価・換算差額等      

その他有価証券 
評価差額金 

  ― ― 23,538 6.3

繰延ヘッジ損益   ― ― 0 0.0

評価・換算差額等合計   ― ― 23,538 6.3

純資産合計   ― ― 231,605 62.1

負債純資産合計   ― ― 372,753 100.0

       



② 【損益計算書】 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高      

   売上高 ※１   293,846 100.0 296,411 100.0

Ⅱ 売上原価      

   製品・商品期首棚卸高 15,919 17,721    

   当期製品製造原価 136,807 147,332    

   当期商品仕入高 67,262 70,514    

計 219,988 235,567    

   製品・商品期末棚卸高 17,721 202,267 68.8 22,462 213,104 71.9

   売上総利益   91,579 31.2 83,306 28.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費      

   荷造運搬費 13,446 14,084    

   旅費通信費 1,838 1,917    

   広告宣伝費 896 825    

   貸倒引当金繰入額 2 3    

   給料賃金 6,598 6,843    

   賞与 2,471 2,410    

役員賞与引当金繰入額 ― 100    

   退職給付引当金繰入額 1,145 1,083    

   業務委託料 2,399 2,841    

   減価償却費 1,599 1,422    

   賃借料 1,873 1,964    

   研究開発費 ※２ 16,048 16,342    

   その他 6,262 54,582 18.6 6,105 55,943 18.9

    営業利益   36,996 12.6 27,363 9.2

Ⅳ 営業外収益      

   受取利息 167 246    

   有価証券利息 4 1    

   受取配当金 ※１ 3,372 3,856    

   投資有価証券売却益 663 1,654    

   為替差益 1,391 1,003    

   その他 528 6,126 2.1 863 7,625 2.6

Ⅴ 営業外費用      

   支払利息 320 349    

   社債利息 404 357    

   機械装置等除却損 1,277 906    

   米国民事訴訟和解金 ― 352    

   その他 1,402 3,405 1.2 1,347 3,312 1.1

    経常利益   39,717 13.5 31,675 10.7



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益      

   子会社株式売却益 ― ― ― 1,033 1,033 0.4

Ⅶ 特別損失      

   環境対策費用 ※３ 2,403 ―    

   機能性食品事業構造改革費用 ※４ ― 2,403 0.8 8,538 8,538 2.9

    税引前当期純利益   37,314 12.7 24,171 8.2

    法人税、住民税 
    及び事業税 

13,910 10,010    

    法人税等調整額 △1,077 12,832 4.4 854 10,864 3.7

    当期純利益   24,482 8.3 13,306 4.5

    前期繰越利益   13,589 ―  

    中間配当額   2,765 ―  

    当期未処分利益   35,305 ―  

       



製造原価明細書 

  

(注) １ 原価計算の方法 

  実際原価にもとづき単純総合原価計算及び工程別総合原価計算を採用しており、月次においては管理を主目的として直接

原価計算を行い、期末に事業年度を通算し、全部原価計算を実施する制度を採用している。 

２ ※１ 経費のうち主なものは、つぎのとおりである。 

  ※２ 他勘定振替高は研究部門の試作費用等への振替高及び販売部門の見本等払出高である。 

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費 87,017 62.3 94,375   62.3

Ⅱ 労務費 13,743 9.8 14,375   9.5

Ⅲ 経費 ※１ 38,925 27.9 42,610   28.2

当期総製造費用   139,685 100.0 151,361 100.0

期首仕掛品棚卸高   5,239 5,315  

合計   144,925 156,676  

期末仕掛品棚卸高   5,315 6,146  

他勘定振替高 ※２   2,802 3,198  

当期製品製造原価   136,807 147,332  

  前事業年度 当事業年度

減価償却費 11,865百万円 13,326百万円

電力費 10,053百万円 10,277百万円

外注加工費 6,731百万円 8,327百万円



③ 【利益処分計算書】 

  

  

    
前事業年度

株主総会承認年月日 
(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   35,305 

Ⅱ 任意積立金取崩額     

   特別償却準備金取崩額   207   

   買換資産圧縮記帳積立金 
   取崩額 

  47 254 

合計   35,559 

Ⅲ 利益処分額     

   配当金   2,754   

役員賞与金   
120

(うち監査役分6)
  

   特別償却準備金   276   

   別途積立金   18,000 21,150 

Ⅳ 次期繰越利益   14,409 



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 33,046 34,821 19 34,841 

事業年度中の変動額         

 特別償却準備金の積立(注)１         

 特別償却準備金の取崩(注)２         

 特定災害防止準備金の積立         

 買換資産圧縮記帳積立金の取崩 
 (注)２         

 別途積立金の積立(注)１         

 剰余金の配当(注)３         

 役員賞与の支給(注)１         

 当期純利益         

 自己株式の取得         

 自己株式の処分     0 0 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)         

事業年度中の変動額合計(百万円) ― ― 0 0 

平成19年３月31日残高(百万円) 33,046 34,821 20 34,842 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己 
株式 

株主
資本 
合計 利益 

準備金

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

特別 
償却 

準備金 

特定災 
害防止 
準備金 

配当 
準備 

積立金 

退職
給与 

積立金

技術
振興 
基金 

従業員
福祉 
基金 

買換
資産 

積立金

買換資
産圧縮
記帳 

積立金

別途
積立金

繰越
利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 5,863 701 ― 1,995 525 500 300 598 753 100,427 35,305 146,970 △12,353 202,505

事業年度中の変動額                            

 特別償却準備金の積立(注)１   276                 △276 ―   ―

 特別償却準備金の取崩(注)２   △482                 482 ―   ―

 特定災害防止準備金の積立     3               △3 ―   ―

 買換資産圧縮記帳積立金の取崩 
 (注)２ 

                △79   79 ―   ―

 別途積立金の積立(注)１                   18,000 △18,000 ―   ―

 剰余金の配当(注)３                     △5,500 △5,500   △5,500

 役員賞与の支給(注)１                     △120 △120   △120

 当期純利益                     13,306 13,306   13,306

 自己株式の取得                         △2,130 △2,130

 自己株式の処分                         4 5

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 

                           

事業年度中の変動額合計(百万円) ― △206 3 ― ― ― ― ― △79 18,000 △10,031 7,686 △2,125 5,561

平成19年３月31日残高(百万円) 5,863 495 3 1,995 525 500 300 598 674 118,427 25,274 154,657 △14,479 208,066



  

(注) １ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 ２ 平成19年３月期決算手続として、税務上の特別償却準備金の取崩275百万円、買換資産圧縮記帳積立金の取崩32百万円と平

成18年６月の定時株主総会における利益処分項目として特別償却準備金の取崩207百万円、買換資産圧縮記帳積立金の取崩

47百万円である。 

３ 平成18年６月の定時株主総会決議による剰余金の配当2,754百万円、平成18年10月の取締役会決議による剰余金の配当

2,745百万円である。 

  

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 29,676 ― 29,676 232,181 

事業年度中の変動額         

 特別償却準備金の積立(注)１       ― 

 特別償却準備金の取崩(注)２       ― 

 特定災害防止準備金の積立       ― 

 買換資産圧縮記帳積立金の取崩 
 (注)２       ― 

 別途積立金の積立(注)１       ― 

 剰余金の配当(注)３       △5,500 

 役員賞与の支給(注)１       △120 

 当期純利益       13,306 

 自己株式の取得       △2,130 

 自己株式の処分       5 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △6,137 0 △6,137 △6,137 

事業年度中の変動額合計(百万円) △6,137 0 △6,137 △575 

平成19年３月31日残高(百万円) 23,538 0 23,538 231,605 



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

 …移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  …決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定してい

る) 

 時価のないもの 

  …移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

       …同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  …決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定して

いる) 

 時価のないもの 

       …同左 

２ デリバティブ取引等の評

価基準及び評価方法 

時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・商品は総平均法(月次)による原

価法により評価している。 

原材料、仕掛品及び貯蔵品のうち燃料

は、移動平均法による原価法により評

価している。 

その他の貯蔵品は最終仕入原価法によ

り評価している。 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  主として定率法を採用している。 

  ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については、定額法によってい

る。 

  なお、耐用年数及び残存価額につ

いては、法人税法に定める方法と

同一の基準によっている。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっている。 

  なお、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によ

っている。 

(2) 無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 投資損失引当金 

  関係会社への投資に対する損失に

備えるため、投資先の財政状態等

を勘案して、必要額を計上してい

る。 

(2) ――― 



  

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (3) ――― (3) 役員賞与引当金 

当社は、役員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支給見込

額に基づき当事業年度に見合う分

を計上している。 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上している。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(５年)による定額法によ

り費用処理している。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数(10年)

による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌事業年度から費

用処理している。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  (5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規に基づく当期末要支給

額を引当計上している。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用している。 

  ただし、特例処理の要件を満たす

金利スワップについては特例処理

を、振当処理の要件を満たす通貨

スワップについては振当処理を採

用している。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

 (イ)ヘッジ手段 

   デリバティブ取引 

 (金利スワップ及び通貨スワッ

プ) 

 (ロ)ヘッジ対象 

相場変動等により損失の可能性

があり、相場変動等が評価に反

映されていないもの及び、キャ

ッシュ・フローが固定されその

変動が回避されるもの 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  社内規程に基づき、為替変動リス

ク及び金利変動リスクをヘッジし

ている。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) 有効性評価の方法 

  ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変

動または、キャッシュ・フローの

変動を比較し、相関性を見て有効

性を評価している。 

(4) 有効性評価の方法 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっている。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計方針の変更 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

231,605百万円である。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成している。 

――― （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準第４号 平成17年11月29日）を適用している。 

これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ100百万円減少している。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

No. 
前事業年度 

(平成18年３月31日) 
当事業年度

(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 300,715百万円 有形固定資産の減価償却累計額 311,682百万円

※２ 投資有価証券の内650百万円は、長期借入金130百万

円(内一年内返済長期借入金76百万円)の担保に供し

ている。 

投資有価証券の内535百万円は、一年内返済長期借

入金54百万円の担保に供している。 

※３ 授権株式数    普通株式 750,000,000株

発行済株式総数  普通株式 357,612,418株

――――――― 

※４ 当 社 が 保 有 す る 自 己 株 式 の 数 は、普 通 株 式

13,346,454株である。 

――――――― 

※５ 関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

受取手形及び売掛金 30,339百万円

支払手形及び買掛金 4,128百万円

短期借入金 10,874百万円

関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各項目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりである。 

受取手形及び売掛金 30,867百万円

支払手形及び買掛金 4,963百万円

短期借入金 10,217百万円

 ６ 偶発債務 

 保証債務 

 関係会社の銀行借入に対する保証 

  

関係会社の銀行よりの借入に対する経営指導念書

等 

カネカソーラーテック株式会社 880百万円

青島海華繊維有限公司 864百万円

サンポリマー株式会社 717百万円

TGA ペーストリーカンパニー  

Pty.Ltd. 
185百万円

カネカエレクテックSdn.Bhd. 29百万円

計 2,676百万円

青島海華繊維有限公司 931百万円

蘇州愛培朗緩衝塑料有限公司 242百万円

計 1,173百万円

偶発債務 

 保証債務 

 関係会社の銀行借入に対する保証 

  

関係会社の銀行よりの借入に対する経営指導念書

等 

青島海華繊維有限公司 695百万円

カネカソーラーテック株式会社 610百万円

サンポリマー株式会社 300百万円

カネカファーマベトナムCo.,Ltd. 261百万円

計 1,867百万円

青島海華繊維有限公司 1,283百万円

蘇州愛培朗緩衝塑料有限公司 359百万円

TGA ペーストリーカンパニー  

Pty.Ltd. 
184百万円

計 1,828百万円

 ７ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は29,676

百万円である。 

――――――― 

※８ ――――――― （追加情報） 

 当事業年度末日満期手形の会計処理 

当事業年度末日の満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理している。 

なお、当事業年度末日は金融機関の休日であっ

たため、次の満期手形が当事業年度末日の残高

に含まれている。 

    受取手形   655百万円  

    支払手形       90百万円 



(損益計算書関係) 

  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の増加株式数は主に市場買付によるものであり、減少株式数は単元未満株式の買増請求に応じたものである。 

  

No. 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりである。 

売上高 99,063百万円

受取配当金 2,750百万円

各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりである。 

売上高 102,755百万円

受取配当金 3,112百万円

※２ 研究開発費の総額は16,048百万円であり、当期製造

費用には含まれていない。 

研究開発費の総額は16,342百万円であり、当期製造

費用には含まれていない。 

※３ 

 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進

に関する特別措置法」によって義務付けられている

同廃棄物の処理を行うにあたり、日本環境安全事業

㈱から公表されている処理単価に基づき算出した処

理費用である。 

環境対策費用 2,403百万円 ――――――― 

※４ ――――――― 機能性食品事業構造改革費用の主な内訳は次のとお

りである。 

関係会社株式評価損 2,285百万円

貸倒引当金繰入額 5,618百万円

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度
増加株式数(株) 

当事業年度
減少株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

普通株式（注） 13,346,454 2,037,697 5,031 15,379,120



(リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

工具器具及び備品

取得価額相当額 1,644百万円

減価償却累計額相当額 994百万円

期末残高相当額 649百万円
  

工具器具及び備品

取得価額相当額 1,363百万円

減価償却累計額相当額 665百万円

期末残高相当額 697百万円
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

   (注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残

高相当額の算定は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によってい

る。 

１年以内 315百万円

１年超 333百万円

計 649百万円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

   (注)       同左 

１年以内 301百万円

１年超 396百万円

計 697百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 372百万円

  (減価償却費相当額) 

３ 支払リース料 282百万円

４ 減価償却費相当額の算定方法はリース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

４           同左 

  



(有価証券関係) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

  

(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

区分 
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

  
貸借対照表 
計上額 
(百万円) 

時価
(百万円) 

差額
(百万円) 

貸借対照表
計上額 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

子会社株式 1,820 3,955 2,134 ― ― ―

関連会社株式 ― ― ― ― ― ―

合計 1,820 3,955 2,134 ― ― ―

  
前事業年度 

(平成18年３月31日)
  

当事業年度 
(平成19年３月31日)

(繰延税金資産)      
退職給付引当金 6,390百万円   6,095百万円
役員退職慰労引当金 344百万円   349百万円
貸倒引当金 47百万円   2,632百万円
投資損失引当金 378百万円   ―
未払費用(賞与) 1,334百万円   1,314百万円
未払事業税 743百万円   483百万円
関係会社株式評価損 1,060百万円   2,098百万円
投資有価証券評価損 1,759百万円   1,668百万円
減損損失 1,003百万円   1,003百万円
減価償却費 340百万円   252百万円
その他 1,682百万円   1,585百万円

繰延税金資産小計 15,085百万円   17,483百万円
評価性引当額 ―   △3,423百万円

繰延税金資産合計 15,085百万円   14,059百万円

(繰延税金負債)      
その他有価証券評価差額金 △20,323百万円   △16,158百万円
固定資産圧縮積立金 △893百万円   △871百万円
その他 △528百万円   △342百万円

繰延税金負債合計 △21,745百万円   △17,372百万円

繰延税金資産(負債)の純額 △6,660百万円   △3,313百万円

  
前事業年度 

(平成18年３月31日)
  

当事業年度 
(平成19年３月31日)

法定実効税率 40.64％   40.64％
外国税額等控除 △5.41％   △7.73％
交際費等一時差異でない項目 0.32％   0.70％
受取配当金等一時差異でない項目 △1.10％   △2.12％
評価性引当額の増減 ―   14.16％
その他 △0.06％   △0.70％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.39％   44.95％



(１株当たり情報) 

  

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載していない。 

２ １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりである。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

項目 
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 674円08銭 676円75銭

１株当たり当期純利益 70円40銭 38円75銭

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり当期純利益    

 当期純利益    (百万円) 24,482 13,306

 普通株主に帰属しない金額 
          (百万円) 

120 ―

 (うち利益処分による 
 役員賞与金)    (百万円) 

(120) (―)

 普通株式に係る当期純利益 
          (百万円) 

24,362 13,306

 普通株式の期中平均株式数 
   (千株) 

346,050 343,372



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

㈱三井住友フィナンシャル
グループ 

11,131 11,910

イビデン㈱ 1,000,000 6,110

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル
・グループ 

4,486 5,965

Sakura preferred Capital
(Cayman)Limited 

3,750 3,750

㈱日本触媒 2,000,000 2,544

三井住友海上火災保険㈱ 1,573,300 2,326

三井物産㈱ 1,031,093 2,268

三井化学㈱ 2,053,000 2,114

㈱クボタ 1,952,966 2,017

㈱ジェイ・エム・エス 4,385,000 1,775

㈱みずほフィナンシャル
グループ 

2,000 1,759

日東電工㈱ 300,000 1,659

大和ハウス工業㈱ 767,000 1,482

三菱商事㈱ 519,251 1,420

住友信託銀行㈱ 1,000,244 1,229

三菱レイヨン㈱ 1,506,000 1,182

盟和産業㈱ 2,854,833 1,127

セメダイン㈱ 2,928,000 1,118

㈱りそなホールディングス 3,374 1,069

㈱ダスキン 500,000 1,050

日清食品㈱ 227,074 980

テルモ㈱ 210,875 967

オーナンバ㈱ 829,212 839

朝日インテック㈱ 240,000 837

大日精化工業㈱ 809,000 550

江崎グリコ㈱ 372,128 520

MTH Preferred Capital 
(Cayman) ２ Limited  

500 500

大阪有機化学工業㈱ 700,000 497

野村ホールディングス㈱ 200,000 491

岡谷鋼機㈱ 263,000 469

森永製菓㈱ 1,582,528 438



  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

前澤化成工業㈱ 213,600 378

富双合成㈱ 600,000 337

その他124 銘柄 12,695,218 7,039

計 43,338,563 68,728

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額 

(百万円) 

投資有価証券 その他有価証券 

NVCC６号投資事業
有限責任組合 

5 493

出資証券(６銘柄) 112 402

計 117 895



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 長期前払費用のうち、非償却性資産（前払保険料） 954百万円は本表から除いている。 

２ 当期増加額のうち主なものは、次のとおりである。 

３ 当期減少額は、高砂工業所他における装置配管等の除却である。 

  

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 
  

63,361 2,789 244 65,907 38,274 1,986 27,633

 構築物 18,926 553 84 19,395 13,838 601 5,556

 機械及び装置 
(注２，３) 

276,431 14,049 4,297 286,183 243,845 12,334 42,337

 車両運搬具 611 143 75 679 492 76 187

 工具器具及び備品 18,061 1,035 1,133 17,963 15,231 1,153 2,731

 土地 17,404 95 ― 17,500 ― ― 17,500

 建設仮勘定 
(注２) 

5,336 18,273 18,667 4,942 ― ― 4,942

有形固定資産計 400,133 36,940 24,502 412,571 311,682 16,152 100,888

無形固定資産       

 特許権 112 13 6 119 49 17 70

 商標権 2 ― ― 2 1 0 1

 ソフトウェア   2,083 285 574 1,794 1,006 409 788

 その他 81 3 3 82 32 8 49

無形固定資産計 2,281 302 583 1,999 1,089 435 909

長期前払費用(注１) 825 177 131 870 412 118 458

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

機械及び装置 高砂工業所 自家発電設備更新 1,647百万円

  滋賀工場 電子材料製造設備拡充 973百万円

建設仮勘定 大阪本社 太陽電池製造設備拡充 2,494百万円

  滋賀工場 電子材料製造設備拡充 1,443百万円

  高砂工業所 自家発電設備更新 1,326百万円



【引当金明細表】 

  

(注) １ 貸倒引当金の当期減少額その他は、前期末残高の洗替えによる振戻しである。 

２ 投資損失引当金の当期減少額その他は、前期末残高の洗替えによる振戻しである。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 283 6,468 15 82 6,653

投資損失引当金 931 ― ― 931 ―

役員賞与引当金 ― 100 ― ― 100

役員退職慰労引当金 704 139 137 ― 706



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 流動資産 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 0

当座預金 8,440

普通預金 4,688

合計 13,129

相手先 金額(百万円)

大西化成㈱ 519

伊藤忠建材㈱ 368

盟和産業㈱ 332

山中産業㈱ 299

東武化学工業㈱ 280

その他 2,402

合計 4,204

期日 金額(百万円)

平成19年３月 655

    ４月 1,085

    ５月 987

    ６月 791

    ７月 477

    ８月 118

    ９月以降 87

合計 4,204



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しているが、上記金額には消費税等が含まれている。 

  

ニ たな卸資産 

(イ)製品・商品 
  

  

相手先 金額(百万円)

三井物産㈱ 6,077

三菱商事㈱ 5,392

日東電工㈱ 4,481

㈱カネカメディックス 3,688

東京カネカ食品販売㈱ 3,315

その他 57,065

合計 80,020

期首残高 

(百万円) 

(A) 

当期発生高 

(百万円) 

(B) 

当期回収高 

(百万円) 

(C) 

期末残高 

(百万円) 

(D) 

回収率(％) 

(C)
×100

(A)＋(B)

滞留期間(日) 

期中平均売掛金残高 

÷当期月平均発生高×30 

78,174 318,950 317,103 80,020 79.8 89.3

事業の種類 金額(百万円)

ライフサイエンス 6,162

食品 4,029

化成品 3,439

機能性樹脂 3,363

その他 5,468

合計 22,462



(ロ)原材料 
  

  

(ハ)仕掛品 

  

  

(ニ)貯蔵品 

  

  

事業の種類 金額(百万円)

化成品 1,597

ライフサイエンス 1,164

エレクトロニクス 990

発泡樹脂製品 891

機能性樹脂 850

合成繊維、その他 824

その他 230

合計 6,549

事業の種類 金額(百万円)

ライフサイエンス 2,381

エレクトロニクス 2,203

食品 1,144

その他 416

合計 6,146

事業の種類 金額(百万円)

ライフサイエンス 1,486

化成品 616

エレクトロニクス 439

その他 1,210

合計 3,753



ｂ 固定資産 

イ 関係会社株式 

  

  

区分 金額(百万円)

カネカテキサスCorp. 5,644

カネカマレーシアSdn.Bhd. 3,919

カネカベルギーN.V. 3,171

㈱羽根 1,580

カネカシンガポールCo.(Pte)Ltd. 1,370

その他 9,634

合計 25,321



② 負債の部 

ａ 流動負債 

イ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)期日別内訳 

  

  

ロ 買掛金 

  

  

相手先 金額(百万円)

チッソ㈱ 67

㈱アルデエンジニアリング 52

井上孫㈱ 44

ターミメッシュジャパン㈱ 30

㈱アミックス 19

その他 52

合計 267

期日 金額(百万円)

平成19年３月 90

    ４月 61

    ５月 48

    ６月 37

    ７月 29

合計 267

相手先 金額(百万円)

三井物産㈱ 8,013

三菱商事㈱ 2,548

三菱化学㈱ 1,418

日本オキシラン㈱ 1,150

岡畑産業㈱ 1,101

その他 29,739

合計 43,972



ハ 未払金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はない。 

相手先 金額(百万円)

建設関係資材代 8,572

運賃保管料 1,942

売上割戻金 1,272

その他 8,494

合計 20,281



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成19年2月8日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとなった。（平成19

年5月7日から実施） 

取扱場所    大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所     三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 1,000株券、10,000株券、1,000株未満の株式についてはその株数を表示した株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

  株券喪失登録に伴う 
  手数料 

１．喪失登録   １件につき10,000円
２．喪失登録株券 １件につき   500円 

  上記の場合を除き無料 

単元未満株式の買取り・
売渡し 

  

  取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店
野村證券株式会社 全国本支店 

  買取・売渡手数料 無料 

公告掲載方法 
電子公告とする。http://www.kaneka.co.jp/koukoku/index.html
ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告による公告をすることができな
い場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はない。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  事業年度(第81期)(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書である。 

  (第82期中)(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)の半期報告書に係る訂正報告書である。 

  事業年度(第82期)(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書である。 

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

(第82期) 
自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月29日 

関東財務局長に提出。 

(2) 自己株券買付状況報告書     平成18年４月３日 

平成18年５月２日 

平成18年６月１日 

平成18年７月11日 

平成18年８月２日 

平成18年９月５日 

平成18年10月３日 

平成18年12月４日 

平成19年１月５日 

平成19年２月２日 

平成19年３月２日 

平成19年４月３日 

関東財務局長に提出。 

(3) 有価証券報告書の 

訂正報告書 

    平成18年７月25日 

関東財務局長に提出。 

(4) 半期報告書の 

訂正報告書 

    平成18年７月25日 

関東財務局長に提出。 

(5) 有価証券報告書の 

訂正報告書 

    平成18年７月25日 

関東財務局長に提出。 

(6) 半期報告書 (第83期中) 
自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

  
平成18年12月20日 

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はない。 

  

  



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日 

株式会社カネカ 

取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社カネカ及び連結子会社の平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

あずさ監査法人 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  井   上  浩  一  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日 

株式会社カネカ 

取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、

連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社カネカ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

あずさ監査法人 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  井   上  浩  一  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日 

株式会社カネカ 

取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第82期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社カネカの平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  井   上  浩  一  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管している。 



独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日 

株式会社カネカ 

取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社カネカの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第83期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社カネカの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  西  尾  方  宏  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  井   上  浩  一  ㊞ 

  

指定社員 

業務執行社員 
公認会計士  山  口  義  敬  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(有価証券報告書提出会社)が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有

価証券報告書提出会社)が別途保管している。 
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